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Abstract 
 
  As a fundamental procedure to shed light on the complete picture of the subject of constitutional 
law in the higher civil service examination for appointment of government officials prior to World 
War II, the examination board members and their career summaries, as well as a list of examination 
questions, has been compiled in this paper, along with simple observations toward future research. 
Over 26 years, there were 33 examination board members in charge of the subject of 
constitutional law in the higher civil service examination. The structure of the board members was 
characteristic in that there were 3 branches involved when grouping them by attributes.  
The written examination regarding constitutional law in the higher civil service examination was 
standardized to have 2 major questions. Categorizing the examination questions by "method of 
responding," questions that require the respondent to submit their opinions and assertions make up 
over 60% of the total, while questions that test understanding of knowledge comprised less than 
15%. 
Separating the content of examination questions into 5 categories, the category which appeared 
with the highest frequency was the "function of the nation," comprising nearly 40% of the total. 
With that said, observing the characteristics of the 3 branches, a significant variance can be seen in 
the ratio of question categories submitted. 
As a future objective, I would like to assess the relationship between the examination board 
members and examination questions compiled in this paper. To provide more detail, I would like to 
observe the content of the questions with a focus on the theories of examination board members, 
trends of the doctrinal history of constitutional law, and changes in the state of affairs. 
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１．はじめに 
 本稿は、戦前の官吏任用試験である高等試験の試験科目「憲法」（以下、高等試験憲法）
について、その全体像を明らかにするための基礎的な作業として、試験委員および筆記試
験の問題について検討する。 
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高等試験は1)、高等文官である行政官、司法官、外交官に任用される資格を得るための
国家試験である。1918 年の高等試験令（勅令第 7 号）の公布により、それまで文官高等
試験、外交官及領事官試験、判事検事登用試験に分かれていた試験が高等試験に統合され
た。 
高等試験については、「高文試験に関する組織的包括的な研究は、外国人の手になる次の
文献をおいて他はない」2)と評された、Robert M. Spaulding Jr.による試験制度の歴史と
運用を論じた広範な研究がある3)。また、官僚研究の一環として主に政治学や行政学の分
野でも検討されてきた4)。教育学では、エリート研究の一環として天野郁夫による一連の
研究において5)、帝国大学（以下、帝大）の教育課程との関連では、潮木守一の京都帝大
を対象とした研究や6)、近年では、植民地教育学の分野で、植民地に設置された帝大の機
能を探る方途として、京城帝大の教育課程と高等試験の受験状況が検討されている7)。 
こうした多様な関心のもとに研究が行われており、判任文官を対象とした研究と比較す
れば、その蓄積があるとされる高等文官の選抜制度であるが8)、試験の際に問われた内容
は主な検討対象とはされてこなかった。試験委員はどのような出題をし、受験者はどのよ
うな解答を書き及第したのか、高等文官として求められた各学問の知識とはどの程度のも
のだったのか、そうした試験の実相には十分な関心は寄せられてこなかったといえよう9)。 
高等試験は「法科万能主義」に対する批判から、1929 年の高等試験令の改正により文科
系の科目も導入されるなど選択科目が大幅に増やされ、行政科、司法科、外交科それぞれ
の必修、選択を合わせて 30 科目となった10)。法科系から社会系、文科系までこれらの幅
広い学問分野において、それぞれ試験委員の変遷、試験の内容を検討することは、各学問
史上においても重要な研究課題だと考えるが、管見の限りそうした研究は見られない。各
学問分野における研究の進展を祈念しつつ、本稿では憲法を取り上げる。 
憲法を対象とする理由は、行政科、外交科、司法科いずれにおいても必修とされたのは
筆記試験の憲法のみで、第一日目の午前中に行われる筆頭科目であった点である。上述の
とおり 1929 年の高等試験令の改正により、選択科目に文科系の科目も加えられた。しか
し、それらの科目を選択する受験者はごく少数で11)、法学優位の状況は変わらなかった。
最も受験者数の多い科目である憲法を取り上げることは、高等試験の実相を探る上で順当
な選択だと考える。 
また、高等試験憲法に関しては、以下の研究関心を持っている。戦前期の憲法学界にお
いては、二元論でいうところの天皇機関説と天皇主体説という解釈上の二大学説があり、
1912 年の上杉・美濃部論争を経て、1935 年の天皇機関説事件までは、天皇機関説が優位
にあった。一方、家永三郎が一般国民の憲法思想を探る方途として、小・中学校の教科書
における憲法の取り扱いを分析した結果、憲政の運用上の変化がそれぞれ時期の教科書に
反映していることは認められるものの、数少ない例外を除き「立憲主義に徹した憲法の取
り扱い」は教科書ではなされていないとして12)、憲法学界の潮流と初等・中等教育の憲法
解釈に関わる教育方針との乖離を示したことは、周知のとおりである。 
教育の成果をはかる指標の一つは試験であろう。憲法学界の潮流が、憲法学者による教
授などを通して直接的に反映される余地のあった高等教育と、教科書の国定・検定制、教
授要目などにより、教育内容の制約を受けた初等・中等教育、両者の憲法解釈に関わる教
育方針の相違は、各階梯の試験に反映されていたのであろうか。 
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戦前の国家試験および各種検定試験には、高等官の任用資格試験である高等試験、判任
官の任用資格試験である普通試験、中等教員免許の検定試験である文部省師範学校中学校
高等女学校教員検定試験、中学校卒業の学歴と同等の資格を得るための専門学校入学者検
定試験、高等学校高等科入学資格試験などがあり、受験資格となるどの階梯の学校を卒業
したかは、それぞれの試験により異なっていた。これらの試験における、憲法解釈に関わ
る試験問題、期待された解答を比較検討することで、体制側が各層に求めた憲法意識の相
違が浮かびあがると考える。 
 こうした研究関心を踏まえつつ、本稿では高等試験令下における憲法の試験委員の一覧
およびその略歴、筆記試験問題の一覧を作成し、資料として提示することを中心課題とす
る。これまでに収集できた資料上の制約から一つのまとまりとして高等試験令下を本稿で
は対象とするが、並行して文官高等試験、外交官及領事官試験、判事検事登用試験におけ
る憲法の試験に関しても資料収集を行っており、別稿で論じる予定である。 
なお、試験委員と試験問題の分析から試験の全体像に迫るという研究の枠組みは、戦前
の試験に関して、研究蓄積が厚い対象の一つである文部省師範学校中学校高等女学校教員
検定試験の研究手法を踏襲している13)。 
 
２．高等試験の試験科目「憲法」の試験委員 
 高等試験令下において憲法を担当した試験委員はどのような人たちだったのであろうか。
表 1 は行政科、司法科、外交科、各科別の試験委員の一覧14)、表 2 はその略歴である。26
年間に延べ人数で 33 名が担当し、属性で区分すると帝国大学教授、同助教授、元同教授
（以下、三者の区別が必要な場合を除き、帝大教授）が 11 名、行政官、司法官が 18 名、
国民精神文化研究所所員 2 名、私立大学（以下、私大）教授が 2 名であった。各年度の担
当人数、延べ人数から見た全体の傾向としては、帝大教授よりも行政官、司法官のほうが
多い。 
各科により銓衡される試験委員は、人、属性、数において変化にばらつきがあり、試験
委員の構成により時期を区分することは困難であるが、概ね 3 期に分けることができよう。 
第 1 期は第 1 回の 1918 年から天皇機関説事件前の 1934 年までの期間で、二分法でい
う天皇機関説論者と天皇主体説論者、どちらか一方によるのではなく、ある程度均衡が保
たれて試験委員が銓衡され、属性としては帝大教授、行政官、司法官で構成されていた時
期である。第 2 期は 1935 年から 1940 年までで、天皇機関説事件により、天皇機関説論
者に分類された憲法学者が試験委員から一掃されたことで、一人が各科を重複担当する必
要が生じるなど、銓衡の困難さが露わになりつつも、試験委員の属性としては帝大教授、
行政官、司法官という枠組みが維持されていた時期である。第 3 期は 1941 年から 1943
年までで、これまでの枠組みを超えて、大学外の研究機関である国民精神文化研究所所員
やプロパーの私大教授も委嘱されるようになった時期である。1929 年に「高等試験委員及
普通試験委員官制」第 7 条が改正され15)、官職者ではない私大教授等の高等試験委員へ委
嘱が可能になっていたが、憲法の試験委員はこの時期になるまで銓衡されてこなかった。 
 時期区分のひとつの基軸となっている高等試験憲法に対する天皇機関説事件の影響につ
いては、拙稿「高等試験の試験科目『憲法』に対する天皇機関説事件の影響」（『史潮』新
80 号、2016 年）で既に検討しているので、ここでは繰り返さない。上記の時期区分に基
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高等試験は1)、高等文官である行政官、司法官、外交官に任用される資格を得るための
国家試験である。1918 年の高等試験令（勅令第 7 号）の公布により、それまで文官高等
試験、外交官及領事官試験、判事検事登用試験に分かれていた試験が高等試験に統合され
た。 
高等試験については、「高文試験に関する組織的包括的な研究は、外国人の手になる次の
文献をおいて他はない」2)と評された、Robert M. Spaulding Jr.による試験制度の歴史と
運用を論じた広範な研究がある3)。また、官僚研究の一環として主に政治学や行政学の分
野でも検討されてきた4)。教育学では、エリート研究の一環として天野郁夫による一連の
研究において5)、帝国大学（以下、帝大）の教育課程との関連では、潮木守一の京都帝大
を対象とした研究や6)、近年では、植民地教育学の分野で、植民地に設置された帝大の機
能を探る方途として、京城帝大の教育課程と高等試験の受験状況が検討されている7)。 
こうした多様な関心のもとに研究が行われており、判任文官を対象とした研究と比較す
れば、その蓄積があるとされる高等文官の選抜制度であるが8)、試験の際に問われた内容
は主な検討対象とはされてこなかった。試験委員はどのような出題をし、受験者はどのよ
うな解答を書き及第したのか、高等文官として求められた各学問の知識とはどの程度のも
のだったのか、そうした試験の実相には十分な関心は寄せられてこなかったといえよう9)。 
高等試験は「法科万能主義」に対する批判から、1929 年の高等試験令の改正により文科
系の科目も導入されるなど選択科目が大幅に増やされ、行政科、司法科、外交科それぞれ
の必修、選択を合わせて 30 科目となった10)。法科系から社会系、文科系までこれらの幅
広い学問分野において、それぞれ試験委員の変遷、試験の内容を検討することは、各学問
史上においても重要な研究課題だと考えるが、管見の限りそうした研究は見られない。各
学問分野における研究の進展を祈念しつつ、本稿では憲法を取り上げる。 
憲法を対象とする理由は、行政科、外交科、司法科いずれにおいても必修とされたのは
筆記試験の憲法のみで、第一日目の午前中に行われる筆頭科目であった点である。上述の
とおり 1929 年の高等試験令の改正により、選択科目に文科系の科目も加えられた。しか
し、それらの科目を選択する受験者はごく少数で11)、法学優位の状況は変わらなかった。
最も受験者数の多い科目である憲法を取り上げることは、高等試験の実相を探る上で順当
な選択だと考える。 
また、高等試験憲法に関しては、以下の研究関心を持っている。戦前期の憲法学界にお
いては、二元論でいうところの天皇機関説と天皇主体説という解釈上の二大学説があり、
1912 年の上杉・美濃部論争を経て、1935 年の天皇機関説事件までは、天皇機関説が優位
にあった。一方、家永三郎が一般国民の憲法思想を探る方途として、小・中学校の教科書
における憲法の取り扱いを分析した結果、憲政の運用上の変化がそれぞれ時期の教科書に
反映していることは認められるものの、数少ない例外を除き「立憲主義に徹した憲法の取
り扱い」は教科書ではなされていないとして12)、憲法学界の潮流と初等・中等教育の憲法
解釈に関わる教育方針との乖離を示したことは、周知のとおりである。 
教育の成果をはかる指標の一つは試験であろう。憲法学界の潮流が、憲法学者による教
授などを通して直接的に反映される余地のあった高等教育と、教科書の国定・検定制、教
授要目などにより、教育内容の制約を受けた初等・中等教育、両者の憲法解釈に関わる教
育方針の相違は、各階梯の試験に反映されていたのであろうか。 
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およびその略歴、筆記試験問題の一覧を作成し、資料として提示することを中心課題とす
る。これまでに収集できた資料上の制約から一つのまとまりとして高等試験令下を本稿で
は対象とするが、並行して文官高等試験、外交官及領事官試験、判事検事登用試験におけ
る憲法の試験に関しても資料収集を行っており、別稿で論じる予定である。 
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年までで、これまでの枠組みを超えて、大学外の研究機関である国民精神文化研究所所員
やプロパーの私大教授も委嘱されるようになった時期である。1929 年に「高等試験委員及
普通試験委員官制」第 7 条が改正され15)、官職者ではない私大教授等の高等試験委員へ委
嘱が可能になっていたが、憲法の試験委員はこの時期になるまで銓衡されてこなかった。 
 時期区分のひとつの基軸となっている高等試験憲法に対する天皇機関説事件の影響につ
いては、拙稿「高等試験の試験科目『憲法』に対する天皇機関説事件の影響」（『史潮』新
80 号、2016 年）で既に検討しているので、ここでは繰り返さない。上記の時期区分に基
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「 ・
ト ： 「
高等教育推進センター紀要「リベラル・アーツ」11 号 
研究ノート：高等試験の試験科目「憲法」に関する基礎的研究 
づき、各科ごとに試験委員個人、所属、人数の変化について、その特徴をまとめる。 
 
（１）行政科 
第 1 期の前半、1928 年までは行政裁判所評定官清水澄と帝大教授上杉慎吉を主とした 2
名体制で、後半、上杉の死去後の 1929 年から 1934 年までは、主に清水と帝大教授野村淳
治、同筧克彦の 3 名体制であった。第 2 期は清水が委嘱を辞退し、天皇機関説事件の影響
により野村が憲法の担当を外れたことを受け、1935、1936 年は筧と帝大教授佐藤丑次郎
の 2 名、1937 年以降は帝大教授黒田覚を加えて 3 名となり、全員が帝大教授という構成
であった。佐藤の死去により 1940 年は、帝大教授 2 名と行政官 2 名の 4 名体制となった。
第 3 期は 1941 年に国民精神文化研究所の井上孚麿が加わり 5 名体制となった。外交科が
行政科に合併された 1942、1943 年は行政官に代わり、国民精神文化研究所の大串兎代夫、
私大教授の中野登美雄、山崎又次郎が加わり、帝大教授 2 名、国民精神文化研究所 2 名、
私大教授 2 名の 6 名体制となった。 
他の科と比べると試験委員の所属構成、人数の変化が大きいといえよう。ただし、帝大
教授、行政官、国民精神文化研究所所員、私大教授と属性としては多様性があるが、全員
が憲法学の講義を大学で受け持っている、あるいは憲法学の著書があるなど憲法学を主な
研究対象とする者で占められていた。 
 
（２）司法科 
高等試験令下において、司法科は 5 年遅れで試験が開始された。実施期間が他より短い
にもかかわらず、憲法の試験委員延べ 33 名のうち半数以上の 19 名が携わった入れ替わり
が激しい科であった。第 1 期は初回の 1923 年は上杉、野村の帝大教授 2 名体制で、以降
1928 年までは帝大教授 2 名と大審院所属の司法官 1 名の 3 名体制、1929 年以降は帝大教
授 3 名と司法官 1 名の 4 名体制であった。第 2 期は天皇機関説事件を受け宮沢俊義、渡辺
宗太郎の両帝大教授が銓衡されず、司法官尾佐竹猛は途中交代となった。以降、佐藤、筧、
黒田の帝大教授と司法官 1~2 名の 4 名体制となった。佐藤の死去の影響を受けた 1940 年
は、司法科の試験で初めて法制局所属の森山鋭一も担当している。第 3 期は 1942 年以降、
筧の代わりに中野が加わり、帝大教授 1 名、司法官 2 名、私大教授 1 名体制となった。 
大学教授は全員が憲法学を主な研究対象とする者であったが、尾佐竹以外の司法官は例
えば、吾孫子勝は民事訴訟法や刑法、島田鉄吉は戸籍法や相続法などの講義録や著書があ
るなど16)、憲法よりも私法を主領域とする者も担当していた。 
 
（３）外交科 
外交科の試験委員の構成は第 1 期から第 3 期をとおして変わらず、終始帝大教授 1 名と
行政官 2 名という体制であった。第 1 期は美濃部達吉、第 2 期 1939 年までは佐藤、1940、
1941 年は黒田の各帝大教授と常任委員である当該年度の法制局第一部長、第二部長とで構
成された。1941 年以降は行政科に合併され、外交科としては帝大教授と行政官以外が銓衡
されることはなかった。 
  
高等教育推進センター紀要「リベラル・アーツ」11 号 
研究ノート：高等試験の試験科目「憲法」に関する基礎的研究 
表 1 高等試験令下における「憲法」の試験委員 
 
注：担当科目は「任免栽可書」（国立公文書館蔵）にも記載がないため、『官報』で各年度の委嘱状況を確認し、受験雑
誌『受験界』、『高等試験問題集』等の記述を参照して作成した。行政科試験委員を○△、司法科試験委員を●▲、
外交科委員を◎で記した。△▲は年度中の交代等を示す。 
 
 
   
年 
 
氏名 
1
9
1
8 
1
9
1
9 
1
9
2
0 
1
9
2
1 
1
9
2
2 
1
9
2
3 
1
9
2
4 
1
9
2
5 
1
9
2
6 
1
9
2
7 
1
9
2
8 
1
9
2
9 
1
9
3
0 
1
9
3
1 
1
9
3
2 
1
9
3
3 
1
9
3
4 
1 
9 
3 
5 
1
9
3
6 
1
9
3
7 
1
9
3
8 
1
9
3
9 
1
9
4
0 
1
9
4
1 
1
9
4
2 
1
9
4
3 
清水澄 ○ ○ ○ ○   ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○          
上杉慎吉 ○ ○  ○ ○ 
◎ 
○ 
● 
○ ○  ○ △                
野村淳治   ○   ● ● ● ●  △ ○ ○ ○ ○ ○ ○          
筧克彦 
 
    ○ ○ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○ 
 
○ 
● 
 
 
○ 
● 
○ 
 
○ 
 
○ 
● 
○ 
● 
○ 
● 
○ 
● 
○ 
● 
○ 
● 
○ 
● 
○ ○ 
黒田覚                    ○ 
● 
○ 
● 
○ 
● 
○ 
● 
◎ 
○ 
● 
◎ 
○ 
● 
 
○ 
● 
 
森口繁治          ▲ ● ● ● ○             
佐藤丑次郎 
 
           ● 
 
 
● 
 
 
● 
 
 
● 
 
 
● 
 
 
● 
 
 
● 
○ 
◎ 
● 
○ 
◎ 
● 
○ 
◎ 
● 
○ 
◎ 
● 
○ 
◎ 
    
入江俊郎                       
 
○ ○   
井上孚麿                       
 
 ○ ○ ○ 
大串兎代夫                       
 
  ○ ○ 
中野登美雄     
 
                    ○ 
● 
○ 
● 
山崎又次郎                         ○ ○ 
市村光恵       ● ● ● ▲                 
吾孫子勝       ● ● ● ● ● ● ●              
宮沢俊義          ● ● ●    ● ●          
佐々木惣一              ● ● ▲           
島田鉄吉              ● ● ●  ▲ ●        
渡辺宗太郎                 ●          
尾佐竹猛                 ● ▲         
矢部克巳                   ● ● ●  ● ● ● ● 
神谷健夫                      ●     
中島弘道                        ●   
久保田美英                         ● ● 
美濃部達吉 
 
◎ ◎ ◎ ◎  ◎ ◎ ◎ ◎ 
○ 
◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 
● 
◎ ◎ ◎          
馬場鍈一 ◎ ◎ ◎ ◎                       
松村真一郎 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎                      
                           
金森徳次郎      ◎  ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎          
山本犀蔵      ◎ ◎                    
黒崎定三     ◎  ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎            
村瀬直養                ◎           
樋貝詮三                 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎     
森山鋭一                  ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 
○ 
● 
◎ 
○ 
 
  
佐藤基                       ◎ ◎   
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ト ： 「
高等教育推進センター紀要「リベラル・アーツ」11 号 
研究ノート：高等試験の試験科目「憲法」に関する基礎的研究 
づき、各科ごとに試験委員個人、所属、人数の変化について、その特徴をまとめる。 
 
（１）行政科 
第 1 期の前半、1928 年までは行政裁判所評定官清水澄と帝大教授上杉慎吉を主とした 2
名体制で、後半、上杉の死去後の 1929 年から 1934 年までは、主に清水と帝大教授野村淳
治、同筧克彦の 3 名体制であった。第 2 期は清水が委嘱を辞退し、天皇機関説事件の影響
により野村が憲法の担当を外れたことを受け、1935、1936 年は筧と帝大教授佐藤丑次郎
の 2 名、1937 年以降は帝大教授黒田覚を加えて 3 名となり、全員が帝大教授という構成
であった。佐藤の死去により 1940 年は、帝大教授 2 名と行政官 2 名の 4 名体制となった。
第 3 期は 1941 年に国民精神文化研究所の井上孚麿が加わり 5 名体制となった。外交科が
行政科に合併された 1942、1943 年は行政官に代わり、国民精神文化研究所の大串兎代夫、
私大教授の中野登美雄、山崎又次郎が加わり、帝大教授 2 名、国民精神文化研究所 2 名、
私大教授 2 名の 6 名体制となった。 
他の科と比べると試験委員の所属構成、人数の変化が大きいといえよう。ただし、帝大
教授、行政官、国民精神文化研究所所員、私大教授と属性としては多様性があるが、全員
が憲法学の講義を大学で受け持っている、あるいは憲法学の著書があるなど憲法学を主な
研究対象とする者で占められていた。 
 
（２）司法科 
高等試験令下において、司法科は 5 年遅れで試験が開始された。実施期間が他より短い
にもかかわらず、憲法の試験委員延べ 33 名のうち半数以上の 19 名が携わった入れ替わり
が激しい科であった。第 1 期は初回の 1923 年は上杉、野村の帝大教授 2 名体制で、以降
1928 年までは帝大教授 2 名と大審院所属の司法官 1 名の 3 名体制、1929 年以降は帝大教
授 3 名と司法官 1 名の 4 名体制であった。第 2 期は天皇機関説事件を受け宮沢俊義、渡辺
宗太郎の両帝大教授が銓衡されず、司法官尾佐竹猛は途中交代となった。以降、佐藤、筧、
黒田の帝大教授と司法官 1~2 名の 4 名体制となった。佐藤の死去の影響を受けた 1940 年
は、司法科の試験で初めて法制局所属の森山鋭一も担当している。第 3 期は 1942 年以降、
筧の代わりに中野が加わり、帝大教授 1 名、司法官 2 名、私大教授 1 名体制となった。 
大学教授は全員が憲法学を主な研究対象とする者であったが、尾佐竹以外の司法官は例
えば、吾孫子勝は民事訴訟法や刑法、島田鉄吉は戸籍法や相続法などの講義録や著書があ
るなど16)、憲法よりも私法を主領域とする者も担当していた。 
 
（３）外交科 
外交科の試験委員の構成は第 1 期から第 3 期をとおして変わらず、終始帝大教授 1 名と
行政官 2 名という体制であった。第 1 期は美濃部達吉、第 2 期 1939 年までは佐藤、1940、
1941 年は黒田の各帝大教授と常任委員である当該年度の法制局第一部長、第二部長とで構
成された。1941 年以降は行政科に合併され、外交科としては帝大教授と行政官以外が銓衡
されることはなかった。 
  
高等教育推進センター紀要「リベラル・アーツ」11 号 
研究ノート：高等試験の試験科目「憲法」に関する基礎的研究 
表 1 高等試験令下における「憲法」の試験委員 
 
注：担当科目は「任免栽可書」（国立公文書館蔵）にも記載がないため、『官報』で各年度の委嘱状況を確認し、受験雑
誌『受験界』、『高等試験問題集』等の記述を参照して作成した。行政科試験委員を○△、司法科試験委員を●▲、
外交科委員を◎で記した。△▲は年度中の交代等を示す。 
 
 
   
年 
 
氏名 
1
9
1
8 
1
9
1
9 
1
9
2
0 
1
9
2
1 
1
9
2
2 
1
9
2
3 
1
9
2
4 
1
9
2
5 
1
9
2
6 
1
9
2
7 
1
9
2
8 
1
9
2
9 
1
9
3
0 
1
9
3
1 
1
9
3
2 
1
9
3
3 
1
9
3
4 
1 
9 
3 
5 
1
9
3
6 
1
9
3
7 
1
9
3
8 
1
9
3
9 
1
9
4
0 
1
9
4
1 
1
9
4
2 
1
9
4
3 
清水澄 ○ ○ ○ ○   ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○          
上杉慎吉 ○ ○  ○ ○ 
◎ 
○ 
● 
○ ○  ○ △                
野村淳治   ○   ● ● ● ●  △ ○ ○ ○ ○ ○ ○          
筧克彦 
 
    ○ ○ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○ 
 
○ 
● 
 
 
○ 
● 
○ 
 
○ 
 
○ 
● 
○ 
● 
○ 
● 
○ 
● 
○ 
● 
○ 
● 
○ 
● 
○ ○ 
黒田覚                    ○ 
● 
○ 
● 
○ 
● 
○ 
● 
◎ 
○ 
● 
◎ 
○ 
● 
 
○ 
● 
 
森口繁治          ▲ ● ● ● ○             
佐藤丑次郎 
 
           ● 
 
 
● 
 
 
● 
 
 
● 
 
 
● 
 
 
● 
 
 
● 
○ 
◎ 
● 
○ 
◎ 
● 
○ 
◎ 
● 
○ 
◎ 
● 
○ 
◎ 
    
入江俊郎                       
 
○ ○   
井上孚麿                       
 
 ○ ○ ○ 
大串兎代夫                       
 
  ○ ○ 
中野登美雄     
 
                    ○ 
● 
○ 
● 
山崎又次郎                         ○ ○ 
市村光恵       ● ● ● ▲                 
吾孫子勝       ● ● ● ● ● ● ●              
宮沢俊義          ● ● ●    ● ●          
佐々木惣一              ● ● ▲           
島田鉄吉              ● ● ●  ▲ ●        
渡辺宗太郎                 ●          
尾佐竹猛                 ● ▲         
矢部克巳                   ● ● ●  ● ● ● ● 
神谷健夫                      ●     
中島弘道                        ●   
久保田美英                         ● ● 
美濃部達吉 
 
◎ ◎ ◎ ◎  ◎ ◎ ◎ ◎ 
○ 
◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 
● 
◎ ◎ ◎          
馬場鍈一 ◎ ◎ ◎ ◎                       
松村真一郎 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎                      
                           
金森徳次郎      ◎  ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎          
山本犀蔵      ◎ ◎                    
黒崎定三     ◎  ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎            
村瀬直養                ◎           
樋貝詮三                 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎     
森山鋭一                  ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 
○ 
● 
◎ 
○ 
 
  
佐藤基                       ◎ ◎   
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ト ： 「
高等教育推進センター紀要「リベラル・アーツ」11 号 
研究ノート：高等試験の試験科目「憲法」に関する基礎的研究 
表 2 高等試験令下における「憲法」の試験委員の略歴 
 氏名 生没年 最終学歴 官吏試験
合格歴 
試験委員就任時
の所属・職階等 
高等試験に関連する主な戦前の略歴、著書 
１ 上杉慎吉 
 
1878 年～ 
1929 年 
1903 年東京
帝大法科大
学政治学科
卒 
 東京帝大教授 1903 年東京帝大法科大学助教授、1906 年休職、
私費海外留学（～1909 年）、1910 年憲法講座分
担、法学博士、1912 年同教授・憲法講座担任、
『帝国憲法』（1905 年）『帝国憲法講義』（1911
年） 
2 野村淳治 
 
1876 年～ 
1950 年 
1900 年東京
帝大法科大
学法律学科
英法卒 
1900 年 
文官高等
試験合格 
東京帝大教授→
同名誉教授、勅任
官 
1900 年内務属・衛生局勤務、1901 年依願本免
官、東京帝大法科大学助教授、1902 年国法学
研究のため欧州留学(～1906 年)、1906 年国法
学講座担任、1907 年同教授、1910 年法学博士、
1937 年依願免本官、同名誉教授 
『憲法提要』上（1932 年） 
3 筧克彦 
 
1872 年～ 
1961 年 
1897 年東京
帝大法科大
学法律学科
英法卒、大学
院入学 
1897 年 
文官高等
試験合格 
東京帝大教授→
同名誉教授、勅任
官 
1898 年高等師範学校法学科講師、行政法研究
のため欧州留学（～1903 年）、1900 年東京帝大
法科大学助教授、1903 年同教授・行政法第二
講座担任、1904 年法学博士、1928 年憲法第二
講座担任、1931 年法理学講座担任、1933 年依
願免本官、同名誉教授、『帝国憲法大旨』（1936
年）『帝国憲法の根本義』（1936 年） 
4 美濃部達吉 
 
1873 年～ 
1948 年 
1897 年東京
帝大法科大
学政治学科
卒 
1897 年 
文官高等
試験合格 
東京帝大教授→
同名誉教授、勅任
官 
1987 年内務属・県治局市町村課勤務、1889 年
内務省辞職、比較法制史研究のため欧米各国留
学（～1902 年）、1900 年東京帝大法科大学助教
授、1892 年教授・比較法制史講座担任、1893
年法学博士、1908 年行政法第一講座兼担、1923
～1925 年、1926～1928 年憲法第二講座兼担、
1932 年貴族院議員（～1935 年）、1934 年依願
免本官、同名誉教授、『憲法講話』（1912 年）『憲
法提要』（1923 年）『逐条憲法精義』（1927 年） 
5 宮沢俊義 
 
1899 年～ 
1976 年 
1923 年東京
帝大学法学
部政治学科
卒 
 東京帝大助教授
→同教授 
1923 年東京帝大法学部助手、1925 同助教授、
1930 年公法研究のため欧米諸国留学（～1932
年）1933 年憲法第二講座担任、1934 年同教授・
憲法第一講座担任 
6 市村光恵 
 
1875 年～ 
1928 年 
1902 年東京
帝大法科大
学卒 
 京都帝大教授 1902 年東京帝大学講師、1903 年京都帝大助教
授、1906 年独仏留学（～1909 年）、1909 年同
教授・国法学、憲法講座担任、1910 年法学博
士、1927 年京都市長に選任、京都帝大名誉教
授『憲法要論』（1904 年）『帝国憲法論』（1915
年） 
7 佐々木惣一 
 
1878 年～ 
1965 年 
1903 年京都
帝大法科大
学法律学科
卒 
 京都帝大教授 1903 年京都帝大法科大学講師、1906 年同助教
授、1909 年行政法研究のため欧州留学（～1912
年）、1913 年同教授、法学博士、1933 年依願本
免官（滝川事件により）、立命館大学教授、『日
本憲法要論』（1930 年）『我が国憲法の独自性』
（1943 年） 
8 森口繁治 
 
1890 年～ 
1940 年 
1915 年京都
帝大法学部
卒 
  京都帝大教授 1918 年京都帝大法学部助教授、1923 年同教授、
1926 年法学博士、1933 年依願本免官（滝川事
件により）、立命館大学教授、『憲法学原理』 総
論 第 1 分冊 （1933 年） 
9 渡辺宗太郎 
 
1893 年～ 
1983 年 
1922 年京都
帝大法学部
卒 
 京都帝大教授 1922 年京都帝大法学部助手、1924 年同助教授、
1925 年行政法研究のため独仏留学（～1926
年）、1931 年同教授、1935 年法学博士、『日本
行政法』上・下（1935、1937 年） 
1
0 
黒田覚 
 
1900 年～ 
1990 年 
1923 年京都
国学法学部
法律学科卒、
1925 年同大
学院修了 
 京都帝大教授 1925 年京都帝大法学部助教授、1927 年独墺英
仏留学、1933 年依願免本官（滝川事件により）、
1934 年復職、1935 年同教授・憲法講座担任、
『日本憲法論』上・中巻（1937 年）『帝国憲法
講義案』（1937 年）『国防国家の理論』（1941
年） 
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1
1 
佐藤丑次郎 
 
1877 年～ 
1940 年 
1903 年京都
帝大法科大
学政治学科
卒 
 東北帝大教授 1903 年京都帝大法科大学講師、1906 年同助教
授、1908年政治学研究のため独英仏米留学（～
1912年）、1912年京都帝大法科大学教授、1913
年法学博士、1923年東北帝大法文学部教授、憲
法講座担任、1939年依願本免官『帝国憲法講義』
（1931年）『帝国憲法』（1937年） 
1
2 
清水澄 
 
1868 年～ 
1947 年 
1894 年帝国
大学法科大
学法律学科
仏法卒 
1896 年 
文官高等
試験合格 
行政裁判所評定
官→同長官→枢
密院顧問官 
1894 年内務属・県治局、1897 年東京府参事官・
内務部第一課長、1898 年学習院教授、1905 年
法学博士、1906 年行政裁判所評定官、1908 年
兼枢密院書記官（～1922 年）、1932 年行政裁判
所長官、1934 年枢密院顧問官、1944 年枢密院
副議長、『国法学』一篇憲法篇（1906 年）『帝
国憲法大意』(1912 年)『帝国公法大意』第一分
冊憲法（1925 年）『逐条帝国憲法講義』（1932
年） 
1
3 
馬場鍈一 1879 年～ 
1937 年 
1903 年東京
帝大法科大
学政治学科 
1903 年 
文官高等
試験合格 
法制局第二部長 1903 年臨時秩禄処分調査局属兼大蔵属・参事
官付理財局、1905 年税務監督局事務官・横浜
税務監督局、1906 年韓国へ差遣、1907 年法制
局参事官、1918 年法制局第二部長、1920 年法
学博士、1922 年法制局長官（1923 年）、1923
年貴族院議員（～1937 年）、1936 年大蔵大臣、
1937 年内務大臣 
1
4 
松村真一郎 
 
1880 年～ 
1963 年 
1906 年東京
帝大法科大
学法律学科
英法卒 
1906 年 
文官高等
試験合格 
法制局第一部長 1906 年農商務属・商務局勤務、1909 年農商務
書記官、1910 年法制局参事官、1918 年法制局
第一部長、1923 年農商務畜産局長、1929 年農
林次官、1931 年依願免本官、1933 年貴族院議
員（～1947 年） 
1
5 
金森徳次郎 
 
1886 年～ 
1959 年 
1912 年東京
帝大学法科
大学法律学
科英法卒 
1911 年 
文官高等
試験合格 
法制局参事官→
同第一部長 
1912 年税務監督局属兼大蔵属・東京税務監督
局在勤・主税局勤務兼参事官付、1914 年法制
局参事官、1924 年法制局第一部長、1934 年法
制局長官、1936 年依頼免本官、『帝国憲法要綱』
（1921 年） 
1
6 
山本犀蔵 
 
1886 年～ 
不明 
1910 年東京
国学法科大
学政治学科
卒 
1910 年 
文官高等
試験合格 
法制局第一部長 1910 年東京府属兼内務属、群馬県事務官、法
制局参事官等歴任、1923 年法制局第一部長、
1924 年朝鮮総督府事務官、朝鮮総督府逓信局
長等歴任、1933 年依願免本官 
1
7 
黒崎定三 
 
 
1885 年～ 
1948 年 
1911 年東京
帝大法科大
学法律学科
独法卒 
1911 年 
文官高等
試験合格 
法制局参事官→
同第二部長 
1911 年逓信管理局書記・通信局勤務、1913 年
法制局参事官、1923 年法制局第二部長、1933
年法制局長官、1934 年依願免本官、貴族院議
員（～1946 年）、1939 年法制局長官、依願免本
官 
1
8 
村瀬直養 
 
1890 年～ 
1968 年 
 
1914 年東京
帝大法科大
学 法 律 学
科・独法卒 
1913 年 
文官高等
試験合格 
法制局第二部長 1914 年農商務属・大臣官房文書課勤務、1919
年法制局参事官、1924 年内閣書記官・内閣官
房会計課長、1933 年法制局第二部長、商工省
商務局長、1936 年商工次官、1939 年物価局次
長、依願免本官、1940 法制局長官（～1941 年）、
1941 年貴族院議員（1946 年９、1945 年法制局
長官 
1
9 
樋貝詮三 1890 年～ 
1953 年 
1914 年中央
大学法律本
科卒、 1918
年京都帝大
法科大学法
律学科卒 
1914 年 
文官高等
試験合格 
法制局第二部長
→同第一部長 
1918 年逓信局書記官兼・逓信属・東部逓信局
臨時在勤・通信局勤務、1920 年内閣恩給局書
記官兼法制局参事官、1921 年法制局参事官兼
内閣恩給局書記官、1933 年法制局第二部長、
1939 年法制局第一部長、1940 年保険院長官、
1942 年廃官 
2
0 
森山鋭一 
 
1894 年～ 
1956 年 
 
1919 年東京
帝大法学部
法律学科独
法卒 
1920 年 
高等試験
行政科合
格、 
法制局第一部長
→同第二部長 
1919 年内務属・土木局工営課勤務、1922 年埼
玉県理事官・視学官、1924 年法制局参事官、
1934 年法制局第一部長、1939 年法制局第二部
長、1941 年法制局長官、1943 年貴族院議員（～
1946 年）、1944 年依願免本官 
2
1 
入江俊郎 
 
1901 年～ 
1972 年 
1924 年東京
帝大法学部
法律学科独
法卒 
1923 年 
高等試験
行政科合
格 
法制局第三部長 1923 年内務属・地方局勤務、1927 年法制局参
事官、1934 年東京帝大農学部講師嘱託（～1939
年）、1939 年法制局第三部長、1945 年法制局第
一部長 
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表 2 高等試験令下における「憲法」の試験委員の略歴 
 氏名 生没年 最終学歴 官吏試験
合格歴 
試験委員就任時
の所属・職階等 
高等試験に関連する主な戦前の略歴、著書 
１ 上杉慎吉 
 
1878 年～ 
1929 年 
1903 年東京
帝大法科大
学政治学科
卒 
 東京帝大教授 1903 年東京帝大法科大学助教授、1906 年休職、
私費海外留学（～1909 年）、1910 年憲法講座分
担、法学博士、1912 年同教授・憲法講座担任、
『帝国憲法』（1905 年）『帝国憲法講義』（1911
年） 
2 野村淳治 
 
1876 年～ 
1950 年 
1900 年東京
帝大法科大
学法律学科
英法卒 
1900 年 
文官高等
試験合格 
東京帝大教授→
同名誉教授、勅任
官 
1900 年内務属・衛生局勤務、1901 年依願本免
官、東京帝大法科大学助教授、1902 年国法学
研究のため欧州留学(～1906 年)、1906 年国法
学講座担任、1907 年同教授、1910 年法学博士、
1937 年依願免本官、同名誉教授 
『憲法提要』上（1932 年） 
3 筧克彦 
 
1872 年～ 
1961 年 
1897 年東京
帝大法科大
学法律学科
英法卒、大学
院入学 
1897 年 
文官高等
試験合格 
東京帝大教授→
同名誉教授、勅任
官 
1898 年高等師範学校法学科講師、行政法研究
のため欧州留学（～1903 年）、1900 年東京帝大
法科大学助教授、1903 年同教授・行政法第二
講座担任、1904 年法学博士、1928 年憲法第二
講座担任、1931 年法理学講座担任、1933 年依
願免本官、同名誉教授、『帝国憲法大旨』（1936
年）『帝国憲法の根本義』（1936 年） 
4 美濃部達吉 
 
1873 年～ 
1948 年 
1897 年東京
帝大法科大
学政治学科
卒 
1897 年 
文官高等
試験合格 
東京帝大教授→
同名誉教授、勅任
官 
1987 年内務属・県治局市町村課勤務、1889 年
内務省辞職、比較法制史研究のため欧米各国留
学（～1902 年）、1900 年東京帝大法科大学助教
授、1892 年教授・比較法制史講座担任、1893
年法学博士、1908 年行政法第一講座兼担、1923
～1925 年、1926～1928 年憲法第二講座兼担、
1932 年貴族院議員（～1935 年）、1934 年依願
免本官、同名誉教授、『憲法講話』（1912 年）『憲
法提要』（1923 年）『逐条憲法精義』（1927 年） 
5 宮沢俊義 
 
1899 年～ 
1976 年 
1923 年東京
帝大学法学
部政治学科
卒 
 東京帝大助教授
→同教授 
1923 年東京帝大法学部助手、1925 同助教授、
1930 年公法研究のため欧米諸国留学（～1932
年）1933 年憲法第二講座担任、1934 年同教授・
憲法第一講座担任 
6 市村光恵 
 
1875 年～ 
1928 年 
1902 年東京
帝大法科大
学卒 
 京都帝大教授 1902 年東京帝大学講師、1903 年京都帝大助教
授、1906 年独仏留学（～1909 年）、1909 年同
教授・国法学、憲法講座担任、1910 年法学博
士、1927 年京都市長に選任、京都帝大名誉教
授『憲法要論』（1904 年）『帝国憲法論』（1915
年） 
7 佐々木惣一 
 
1878 年～ 
1965 年 
1903 年京都
帝大法科大
学法律学科
卒 
 京都帝大教授 1903 年京都帝大法科大学講師、1906 年同助教
授、1909 年行政法研究のため欧州留学（～1912
年）、1913 年同教授、法学博士、1933 年依願本
免官（滝川事件により）、立命館大学教授、『日
本憲法要論』（1930 年）『我が国憲法の独自性』
（1943 年） 
8 森口繁治 
 
1890 年～ 
1940 年 
1915 年京都
帝大法学部
卒 
  京都帝大教授 1918 年京都帝大法学部助教授、1923 年同教授、
1926 年法学博士、1933 年依願本免官（滝川事
件により）、立命館大学教授、『憲法学原理』 総
論 第 1 分冊 （1933 年） 
9 渡辺宗太郎 
 
1893 年～ 
1983 年 
1922 年京都
帝大法学部
卒 
 京都帝大教授 1922 年京都帝大法学部助手、1924 年同助教授、
1925 年行政法研究のため独仏留学（～1926
年）、1931 年同教授、1935 年法学博士、『日本
行政法』上・下（1935、1937 年） 
1
0 
黒田覚 
 
1900 年～ 
1990 年 
1923 年京都
国学法学部
法律学科卒、
1925 年同大
学院修了 
 京都帝大教授 1925 年京都帝大法学部助教授、1927 年独墺英
仏留学、1933 年依願免本官（滝川事件により）、
1934 年復職、1935 年同教授・憲法講座担任、
『日本憲法論』上・中巻（1937 年）『帝国憲法
講義案』（1937 年）『国防国家の理論』（1941
年） 
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1
1 
佐藤丑次郎 
 
1877 年～ 
1940 年 
1903 年京都
帝大法科大
学政治学科
卒 
 東北帝大教授 1903 年京都帝大法科大学講師、1906 年同助教
授、1908年政治学研究のため独英仏米留学（～
1912年）、1912年京都帝大法科大学教授、1913
年法学博士、1923年東北帝大法文学部教授、憲
法講座担任、1939年依願本免官『帝国憲法講義』
（1931年）『帝国憲法』（1937年） 
1
2 
清水澄 
 
1868 年～ 
1947 年 
1894 年帝国
大学法科大
学法律学科
仏法卒 
1896 年 
文官高等
試験合格 
行政裁判所評定
官→同長官→枢
密院顧問官 
1894 年内務属・県治局、1897 年東京府参事官・
内務部第一課長、1898 年学習院教授、1905 年
法学博士、1906 年行政裁判所評定官、1908 年
兼枢密院書記官（～1922 年）、1932 年行政裁判
所長官、1934 年枢密院顧問官、1944 年枢密院
副議長、『国法学』一篇憲法篇（1906 年）『帝
国憲法大意』(1912 年)『帝国公法大意』第一分
冊憲法（1925 年）『逐条帝国憲法講義』（1932
年） 
1
3 
馬場鍈一 1879 年～ 
1937 年 
1903 年東京
帝大法科大
学政治学科 
1903 年 
文官高等
試験合格 
法制局第二部長 1903 年臨時秩禄処分調査局属兼大蔵属・参事
官付理財局、1905 年税務監督局事務官・横浜
税務監督局、1906 年韓国へ差遣、1907 年法制
局参事官、1918 年法制局第二部長、1920 年法
学博士、1922 年法制局長官（1923 年）、1923
年貴族院議員（～1937 年）、1936 年大蔵大臣、
1937 年内務大臣 
1
4 
松村真一郎 
 
1880 年～ 
1963 年 
1906 年東京
帝大法科大
学法律学科
英法卒 
1906 年 
文官高等
試験合格 
法制局第一部長 1906 年農商務属・商務局勤務、1909 年農商務
書記官、1910 年法制局参事官、1918 年法制局
第一部長、1923 年農商務畜産局長、1929 年農
林次官、1931 年依願免本官、1933 年貴族院議
員（～1947 年） 
1
5 
金森徳次郎 
 
1886 年～ 
1959 年 
1912 年東京
帝大学法科
大学法律学
科英法卒 
1911 年 
文官高等
試験合格 
法制局参事官→
同第一部長 
1912 年税務監督局属兼大蔵属・東京税務監督
局在勤・主税局勤務兼参事官付、1914 年法制
局参事官、1924 年法制局第一部長、1934 年法
制局長官、1936 年依頼免本官、『帝国憲法要綱』
（1921 年） 
1
6 
山本犀蔵 
 
1886 年～ 
不明 
1910 年東京
国学法科大
学政治学科
卒 
1910 年 
文官高等
試験合格 
法制局第一部長 1910 年東京府属兼内務属、群馬県事務官、法
制局参事官等歴任、1923 年法制局第一部長、
1924 年朝鮮総督府事務官、朝鮮総督府逓信局
長等歴任、1933 年依願免本官 
1
7 
黒崎定三 
 
 
1885 年～ 
1948 年 
1911 年東京
帝大法科大
学法律学科
独法卒 
1911 年 
文官高等
試験合格 
法制局参事官→
同第二部長 
1911 年逓信管理局書記・通信局勤務、1913 年
法制局参事官、1923 年法制局第二部長、1933
年法制局長官、1934 年依願免本官、貴族院議
員（～1946 年）、1939 年法制局長官、依願免本
官 
1
8 
村瀬直養 
 
1890 年～ 
1968 年 
 
1914 年東京
帝大法科大
学 法 律 学
科・独法卒 
1913 年 
文官高等
試験合格 
法制局第二部長 1914 年農商務属・大臣官房文書課勤務、1919
年法制局参事官、1924 年内閣書記官・内閣官
房会計課長、1933 年法制局第二部長、商工省
商務局長、1936 年商工次官、1939 年物価局次
長、依願免本官、1940 法制局長官（～1941 年）、
1941 年貴族院議員（1946 年９、1945 年法制局
長官 
1
9 
樋貝詮三 1890 年～ 
1953 年 
1914 年中央
大学法律本
科卒、 1918
年京都帝大
法科大学法
律学科卒 
1914 年 
文官高等
試験合格 
法制局第二部長
→同第一部長 
1918 年逓信局書記官兼・逓信属・東部逓信局
臨時在勤・通信局勤務、1920 年内閣恩給局書
記官兼法制局参事官、1921 年法制局参事官兼
内閣恩給局書記官、1933 年法制局第二部長、
1939 年法制局第一部長、1940 年保険院長官、
1942 年廃官 
2
0 
森山鋭一 
 
1894 年～ 
1956 年 
 
1919 年東京
帝大法学部
法律学科独
法卒 
1920 年 
高等試験
行政科合
格、 
法制局第一部長
→同第二部長 
1919 年内務属・土木局工営課勤務、1922 年埼
玉県理事官・視学官、1924 年法制局参事官、
1934 年法制局第一部長、1939 年法制局第二部
長、1941 年法制局長官、1943 年貴族院議員（～
1946 年）、1944 年依願免本官 
2
1 
入江俊郎 
 
1901 年～ 
1972 年 
1924 年東京
帝大法学部
法律学科独
法卒 
1923 年 
高等試験
行政科合
格 
法制局第三部長 1923 年内務属・地方局勤務、1927 年法制局参
事官、1934 年東京帝大農学部講師嘱託（～1939
年）、1939 年法制局第三部長、1945 年法制局第
一部長 
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注：『帝国大学出身人名事典』第 3 巻、第 4 巻、2003 年、日本図書センター、『戦前期日本の官僚制の制度・組織・人
事』東京大学出版会、1981 年、『日本歴史人物事典』朝日新聞、1994 年、「大串兎代夫履歴」『国家権威の研究』
（大串兎代夫戦後著作集）、皇学館大学出版部、2010 年、「黒田覚教授略歴」『東京都立大学法学会雑誌』第 3 巻
12 号、1963 年、「渡辺宗太郎先生の略歴」『帝塚山大学論集』第 12 号、1976 年、『慶應義塾百年史』別巻大学編、
1962 年等を参考に作成した。 
 
３．高等試験の試験科目「憲法」の筆記試験問題 
 上述のような試験委員の構成で実施されていた高等試験憲法であるが、どのような内容
が筆記試験では問われたのであろうか。大問題の題数は、高等試験に統合される以前は各
2
2 
吾孫子勝 
 
1876 年～ 
1931 年 
1900 年東京
国学法科大
学卒 
 大審院検事→同
判事 
1902 年東京区同地方裁判所判事、1903 年商法
研究のため独英留学、東京控訴院判事、朝鮮総
統府判事、京城履審法院判事等歴任、1916 年
京城専修学校校長、1922 年法学博士、1923 年
大審院検事、大審院判事等歴任 
2
3 
佐藤基 1898 年～ 
1971 年 
1921 年東京
帝大法学部
法律学科卒 
1920 年 
高等試験
行政科合
格 
法制局第一部長 1921 年大蔵属・理財局、1923 年法制局参事官、
1940 年法制局第一部長 
2
4 
島田鉄吉 1871 年～ 
1951 年 
1896 年帝国
大学法科大
学英法科卒 
 大審院判事 1898 年東京区同地方各裁判所判事、行政裁判
所評定官、大審院判事等を歴任 
2
5 
尾佐竹猛 1880 年～ 
1946 年 
1889 年明治
法律学校 
1889 年 
判事検事
登用試験
合格 
大審院判事 1889 年司法官試補・東京地方裁判所詰、1902
年～地方裁判所判事、控訴院判事等を歴任、
1924 年大審院判事、1928 年法学博士、1931
年明治大学教授、1938 年東京帝大法学部講師・
日本憲政史の講義担当（～1944 年）、1942 年大
審院検事、1942 年退官、『日本憲法制定史要』
(1938 年) 
2
6 
矢部克巳 1883 年～ 
不明 
 
1906 年京都
帝大法科大
学独法卒 
 大審院判事 神戸区裁判所判事、東京控訴院部長等を歴任
し、大審院判事 
2
7 
神谷健夫 1877 年～ 
不明 
1903 年京都
帝大法科大
学独法卒 
 大審院判事 1905 年判事、京都地方同区各裁判所判事、東
京控訴院判事、同部長等を歴任し、1924 年大
審院判事 
2
8 
中島弘道 1885 年～ 
不明 
1911 年東京
帝大法科大
学独法科卒 
 大審院判事 1914 年判事、横浜区同地方東京区同地方各裁
判所判事、東京地方裁判所部長を歴任し、1930
年大審院判事 
2
9 
久保田美英 1882 年～ 
不明 
1906 年京都
帝大法科大
学卒 
 大審院判事 1908 年判事、大阪地方同区各判事、大阪地方
裁判所部長等歴任、1926 年奈良地方裁判所長、
1930 年大阪控訴院部長を歴任し、大審院判事 
3
0 
井上孚麿 
 
1891 年～ 
1978 年 
1917 年東京
帝大法学部
法科卒、大学
院入学 
 国民精神文化研
究所所員 
1917 年東京帝大法学部助手、法政大学教授、
逓信官吏練習所講師等歴任、1926 年欧米各国
留学、1928 年 台北帝国大学教授、1936 年国民
精神文化研究所員、『所謂天皇機関説に就て』
（1936 年）『新体制憲法観』（1941 年） 
3
1 
大串兎代夫 
 
1903 年～ 
1967 年 
1926 年東京
帝 大 法 学
部・英法科
卒、1928 年
同大学院修
了 
1927 年 
高等試験
司法科合
格 
国民精神文化研
究所所員 
1928 年国家学・憲法学研究のため独留学（～
1933 年）、1934 年国民精神文化研究所所員（～
1943 年）、1939 年文部省教学局教学官、1943
年教学練成所所員、1944 年同指導部長、『日本
国家学』（1936 年）、『国家学研究』（1937 年） 
3
2 
中野登美雄 
 
1891 年～ 
1948 年 
1916 年早稲
田大学政治
経済科卒 
 早稲田大学教授、
勅任官 
1923年早稲田大学助教授、1924年同教授、1944
年同総長（～1946 年）、法学博士、『統帥権の
独立』（1934 年）、『憲法学』(1937 年) 
3
3 
山崎又次郎 
 
1890 年～ 
1962 年 
1914 年慶應
義塾大学大
学部政治科
卒 
 慶應義塾大学教
授、勅任官 
1917 年慶應義塾大学大学部予科教授（日本作
文）、1921 年同経済学部嘱託、1922 年法学部政
治学科講師、1924 年憲法、比較憲法研究のた
め英独仏米留学（～1926 年）、1926 年同法学部
教授、1936 年法学博士、『憲法総論』（1929 年）
『憲法学』（1933 年）『帝国憲法要論』（1938
年） 
高等教育推進センター紀要「リベラル・アーツ」11 号 
研究ノート：高等試験の試験科目「憲法」に関する基礎的研究 
試験や年度により異なっていたが17)、高等試験令下においては、行政科、司法科、外交科
すべての科でそれぞれ 2 題に統一されている。表 3 は、行政科が 1918 年から 1943 年ま
での 52 題、司法科が 1923 年から 1943 年までの 42 題、外交科が 1918 年から 1941 年ま
での 48 題、合計 142 題を一覧にしたものである。本節ではこれらの問題を概観していく。 
 
表 3 高等試験令下における「憲法」の筆記試験問題 
 行政科 外交科 司法科 
1918 年 ・国体ト政体トノ差別ヲ弁明ス 
・我貴族院ノ法律上ノ地位ヲ述
ヘ二院制ノ得失ニ論及ス 
・三権分立説ノ大要ヲ述ヘ帝国憲
法ノ下ニ其主義カ如何ナル限
度ニ実行セラルルカヲ論スヘ
シ 
・我カ国憲法上国務大臣以外ニ天
皇ヲ輔弼スル機関アリ得ヘキ
ヤ若シアリ得ヘシトセハ其ノ
国務大臣トノ差異如何 
 
1919 年 ・天皇ト国家トノ関係 
・緊急勅令発布ノ目的要件及其
効力並ニ之レニ対スル帝国
議会ノ承諾ノ性質及効力（憲
法第八条）如何 
・法律上ニ於ケル政府ト議会トノ
関係ヲ論ス 
・左ノ諸項ニ付テ簡単ナル説明ヲ
ナセ（1）皇族特権（2）戦時ニ
於ケル非常大権（憲三十一）（3）
財政上ノ緊急勅令（憲七〇） 
 
1920 年 ・条約締結権ト予算議定権トノ
関係ヲ論ス 
・国務大臣ノ職責及国務大臣ト
帝国議会トノ関係ヲ論ス 
・帝国憲法ノ主要ナル特色ヲ論ス 
・法律及ヒ勅令ノ効力ヲ論ス 
 
1921 年 ・国家否定ノ思想ヲ論評スヘシ 
・予算ノ効力ヲ説キテ其ノ不成
立ノ結果如何ニ及フヘシ 
・領土及租借地ノ国法上ノ性質ヲ
論ス 
・我カ憲法ニ於ケル司法権ト行政
権トノ関係ヲ論ス 
 
1922 年 ・皇室典範ノ性質及効力ヲ明ラ
カニスヘシ 
・裁判所ノ法律命令審査ノ権限
ヲ論ス 
・普通選挙ノ意義ヲ明ニシ特ニ之
ヲ我国ニ於テ施行スルノ可否
ヲ論スヘシ 
・常備兵額ト予算トハ関係ヲ論ス 
 
1923 年 
 
・日本臣民ノ本質ヲ論ス 
・予算不成立ノ場合及効力ヲ論
ス 
・左ノ用語ニ於ケル主権ノ意義ヲ
解説セヨ（イ）主権不可分（ロ）
一部主権国（ハ）主健在君（ニ）
主権割議 
・内容ニ基ク勅令ノ種類ヲ論セヨ 
・皇室典範ト帝国憲法トノ関係ヲ
論ス 
・所有権ノ不可侵トハ何ソ命令ヲ
以テ所有権ノ制限ヲ為スコト
ヲ得ルヤ 
1924 年 ・我カ立憲政体ノ特色ヲ論ス 
・二院制度ニ於ケル貴族院ノ存
立ノ意義 
・我内閣制度ヲ論シ帷幄上奏ニ及
ヘ 
・法律勅令ト予算トノ関係ヲ論ス 
・裁判所ノ法令審査権ヲ論セヨ 
・日本臣民ハ営業ノ自由ヲ有スル
ヤ 
1925 年 ・国家ノ本質ニ就テ所見ヲ述ヘ
ヨ 
・法律ノ勅令トノ区別及其効力
ノ関係ヲ論ス 
・我国法ニ於ケル皇室自治ノ原則
ヲ論ス 
・貴族院制度ヲ論ス 
・法律制定ノ手続ニ於テ法律ノ完
成スル時期如何、公布アリテ実
施サレサル法律ノ効力如何 
・憲法上ノ大権事項ハ法律ヲ以テ
規定スルコトヲ得ルヤ 
1926 年 ・司法権行使ニ関スル原則ヲ論
シ陪審制ニ及フ 
・法律ト予算トノ差異及両者ノ
関係ヲ論ス 
・憲法第六十七条ヲ解説セヨ 
・枢密院ノ国法上ノ地位ヲ論セヨ 
・領土ノ割議ハ其ノ上ニ住所ヲ有
スル割義国ノ臣ノ国籍ニ如何
ナル影響ヲ及ホスヘキカ 
・憲法上ノ大権ト歳計予算トノ関
係ヲ説明スヘシ 
1927 年 ・帝国憲法第一条ヲ説明スヘシ 
・貴族院ノ地位及構成ヲ論スヘ
シ 
・皇室典範ノ性質及効力ヲ論ス 
・請願権ヲ論ス 
・我国務大臣ノ責任ヲ説明スヘシ 
・帝国議会ノ権限ヲ問フ     
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注：『帝国大学出身人名事典』第 3 巻、第 4 巻、2003 年、日本図書センター、『戦前期日本の官僚制の制度・組織・人
事』東京大学出版会、1981 年、『日本歴史人物事典』朝日新聞、1994 年、「大串兎代夫履歴」『国家権威の研究』
（大串兎代夫戦後著作集）、皇学館大学出版部、2010 年、「黒田覚教授略歴」『東京都立大学法学会雑誌』第 3 巻
12 号、1963 年、「渡辺宗太郎先生の略歴」『帝塚山大学論集』第 12 号、1976 年、『慶應義塾百年史』別巻大学編、
1962 年等を参考に作成した。 
 
３．高等試験の試験科目「憲法」の筆記試験問題 
 上述のような試験委員の構成で実施されていた高等試験憲法であるが、どのような内容
が筆記試験では問われたのであろうか。大問題の題数は、高等試験に統合される以前は各
2
2 
吾孫子勝 
 
1876 年～ 
1931 年 
1900 年東京
国学法科大
学卒 
 大審院検事→同
判事 
1902 年東京区同地方裁判所判事、1903 年商法
研究のため独英留学、東京控訴院判事、朝鮮総
統府判事、京城履審法院判事等歴任、1916 年
京城専修学校校長、1922 年法学博士、1923 年
大審院検事、大審院判事等歴任 
2
3 
佐藤基 1898 年～ 
1971 年 
1921 年東京
帝大法学部
法律学科卒 
1920 年 
高等試験
行政科合
格 
法制局第一部長 1921 年大蔵属・理財局、1923 年法制局参事官、
1940 年法制局第一部長 
2
4 
島田鉄吉 1871 年～ 
1951 年 
1896 年帝国
大学法科大
学英法科卒 
 大審院判事 1898 年東京区同地方各裁判所判事、行政裁判
所評定官、大審院判事等を歴任 
2
5 
尾佐竹猛 1880 年～ 
1946 年 
1889 年明治
法律学校 
1889 年 
判事検事
登用試験
合格 
大審院判事 1889 年司法官試補・東京地方裁判所詰、1902
年～地方裁判所判事、控訴院判事等を歴任、
1924 年大審院判事、1928 年法学博士、1931
年明治大学教授、1938 年東京帝大法学部講師・
日本憲政史の講義担当（～1944 年）、1942 年大
審院検事、1942 年退官、『日本憲法制定史要』
(1938 年) 
2
6 
矢部克巳 1883 年～ 
不明 
 
1906 年京都
帝大法科大
学独法卒 
 大審院判事 神戸区裁判所判事、東京控訴院部長等を歴任
し、大審院判事 
2
7 
神谷健夫 1877 年～ 
不明 
1903 年京都
帝大法科大
学独法卒 
 大審院判事 1905 年判事、京都地方同区各裁判所判事、東
京控訴院判事、同部長等を歴任し、1924 年大
審院判事 
2
8 
中島弘道 1885 年～ 
不明 
1911 年東京
帝大法科大
学独法科卒 
 大審院判事 1914 年判事、横浜区同地方東京区同地方各裁
判所判事、東京地方裁判所部長を歴任し、1930
年大審院判事 
2
9 
久保田美英 1882 年～ 
不明 
1906 年京都
帝大法科大
学卒 
 大審院判事 1908 年判事、大阪地方同区各判事、大阪地方
裁判所部長等歴任、1926 年奈良地方裁判所長、
1930 年大阪控訴院部長を歴任し、大審院判事 
3
0 
井上孚麿 
 
1891 年～ 
1978 年 
1917 年東京
帝大法学部
法科卒、大学
院入学 
 国民精神文化研
究所所員 
1917 年東京帝大法学部助手、法政大学教授、
逓信官吏練習所講師等歴任、1926 年欧米各国
留学、1928 年 台北帝国大学教授、1936 年国民
精神文化研究所員、『所謂天皇機関説に就て』
（1936 年）『新体制憲法観』（1941 年） 
3
1 
大串兎代夫 
 
1903 年～ 
1967 年 
1926 年東京
帝 大 法 学
部・英法科
卒、1928 年
同大学院修
了 
1927 年 
高等試験
司法科合
格 
国民精神文化研
究所所員 
1928 年国家学・憲法学研究のため独留学（～
1933 年）、1934 年国民精神文化研究所所員（～
1943 年）、1939 年文部省教学局教学官、1943
年教学練成所所員、1944 年同指導部長、『日本
国家学』（1936 年）、『国家学研究』（1937 年） 
3
2 
中野登美雄 
 
1891 年～ 
1948 年 
1916 年早稲
田大学政治
経済科卒 
 早稲田大学教授、
勅任官 
1923年早稲田大学助教授、1924年同教授、1944
年同総長（～1946 年）、法学博士、『統帥権の
独立』（1934 年）、『憲法学』(1937 年) 
3
3 
山崎又次郎 
 
1890 年～ 
1962 年 
1914 年慶應
義塾大学大
学部政治科
卒 
 慶應義塾大学教
授、勅任官 
1917 年慶應義塾大学大学部予科教授（日本作
文）、1921 年同経済学部嘱託、1922 年法学部政
治学科講師、1924 年憲法、比較憲法研究のた
め英独仏米留学（～1926 年）、1926 年同法学部
教授、1936 年法学博士、『憲法総論』（1929 年）
『憲法学』（1933 年）『帝国憲法要論』（1938
年） 
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試験や年度により異なっていたが17)、高等試験令下においては、行政科、司法科、外交科
すべての科でそれぞれ 2 題に統一されている。表 3 は、行政科が 1918 年から 1943 年ま
での 52 題、司法科が 1923 年から 1943 年までの 42 題、外交科が 1918 年から 1941 年ま
での 48 題、合計 142 題を一覧にしたものである。本節ではこれらの問題を概観していく。 
 
表 3 高等試験令下における「憲法」の筆記試験問題 
 行政科 外交科 司法科 
1918 年 ・国体ト政体トノ差別ヲ弁明ス 
・我貴族院ノ法律上ノ地位ヲ述
ヘ二院制ノ得失ニ論及ス 
・三権分立説ノ大要ヲ述ヘ帝国憲
法ノ下ニ其主義カ如何ナル限
度ニ実行セラルルカヲ論スヘ
シ 
・我カ国憲法上国務大臣以外ニ天
皇ヲ輔弼スル機関アリ得ヘキ
ヤ若シアリ得ヘシトセハ其ノ
国務大臣トノ差異如何 
 
1919 年 ・天皇ト国家トノ関係 
・緊急勅令発布ノ目的要件及其
効力並ニ之レニ対スル帝国
議会ノ承諾ノ性質及効力（憲
法第八条）如何 
・法律上ニ於ケル政府ト議会トノ
関係ヲ論ス 
・左ノ諸項ニ付テ簡単ナル説明ヲ
ナセ（1）皇族特権（2）戦時ニ
於ケル非常大権（憲三十一）（3）
財政上ノ緊急勅令（憲七〇） 
 
1920 年 ・条約締結権ト予算議定権トノ
関係ヲ論ス 
・国務大臣ノ職責及国務大臣ト
帝国議会トノ関係ヲ論ス 
・帝国憲法ノ主要ナル特色ヲ論ス 
・法律及ヒ勅令ノ効力ヲ論ス 
 
1921 年 ・国家否定ノ思想ヲ論評スヘシ 
・予算ノ効力ヲ説キテ其ノ不成
立ノ結果如何ニ及フヘシ 
・領土及租借地ノ国法上ノ性質ヲ
論ス 
・我カ憲法ニ於ケル司法権ト行政
権トノ関係ヲ論ス 
 
1922 年 ・皇室典範ノ性質及効力ヲ明ラ
カニスヘシ 
・裁判所ノ法律命令審査ノ権限
ヲ論ス 
・普通選挙ノ意義ヲ明ニシ特ニ之
ヲ我国ニ於テ施行スルノ可否
ヲ論スヘシ 
・常備兵額ト予算トハ関係ヲ論ス 
 
1923 年 
 
・日本臣民ノ本質ヲ論ス 
・予算不成立ノ場合及効力ヲ論
ス 
・左ノ用語ニ於ケル主権ノ意義ヲ
解説セヨ（イ）主権不可分（ロ）
一部主権国（ハ）主健在君（ニ）
主権割議 
・内容ニ基ク勅令ノ種類ヲ論セヨ 
・皇室典範ト帝国憲法トノ関係ヲ
論ス 
・所有権ノ不可侵トハ何ソ命令ヲ
以テ所有権ノ制限ヲ為スコト
ヲ得ルヤ 
1924 年 ・我カ立憲政体ノ特色ヲ論ス 
・二院制度ニ於ケル貴族院ノ存
立ノ意義 
・我内閣制度ヲ論シ帷幄上奏ニ及
ヘ 
・法律勅令ト予算トノ関係ヲ論ス 
・裁判所ノ法令審査権ヲ論セヨ 
・日本臣民ハ営業ノ自由ヲ有スル
ヤ 
1925 年 ・国家ノ本質ニ就テ所見ヲ述ヘ
ヨ 
・法律ノ勅令トノ区別及其効力
ノ関係ヲ論ス 
・我国法ニ於ケル皇室自治ノ原則
ヲ論ス 
・貴族院制度ヲ論ス 
・法律制定ノ手続ニ於テ法律ノ完
成スル時期如何、公布アリテ実
施サレサル法律ノ効力如何 
・憲法上ノ大権事項ハ法律ヲ以テ
規定スルコトヲ得ルヤ 
1926 年 ・司法権行使ニ関スル原則ヲ論
シ陪審制ニ及フ 
・法律ト予算トノ差異及両者ノ
関係ヲ論ス 
・憲法第六十七条ヲ解説セヨ 
・枢密院ノ国法上ノ地位ヲ論セヨ 
・領土ノ割議ハ其ノ上ニ住所ヲ有
スル割義国ノ臣ノ国籍ニ如何
ナル影響ヲ及ホスヘキカ 
・憲法上ノ大権ト歳計予算トノ関
係ヲ説明スヘシ 
1927 年 ・帝国憲法第一条ヲ説明スヘシ 
・貴族院ノ地位及構成ヲ論スヘ
シ 
・皇室典範ノ性質及効力ヲ論ス 
・請願権ヲ論ス 
・我国務大臣ノ責任ヲ説明スヘシ 
・帝国議会ノ権限ヲ問フ     
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1928 年 ・帝国憲法第八条ノ勅令ト第七
十条ノ勅令トノ発布ノ目的
要件並ニ効力ニ関スル差異
ヲ説明セヨ 
・帝国議会ノ憲法上ノ地位ヲ明
カニスヘシ 
・枢密院ノ国法上ノ地位ヲ論ス 
・臣民ノ請願権ヲ論ス 
・我国家組織ノ変遷ヲ論ス 
・大臣ノ任免ニ就テ論セヨ 
1929 年 ・帝国憲法ト皇室典範トノ関係
ヲ論ス 
・条約ノ締結及効力ヲ論スヘシ 
・憲法第五条ノ立法権ノ意義ヲ論
ス 
・選挙区制度ヲ論ス 
・我憲法上ノ天皇ノ地位ヲ論セヨ 
・法規命令ヲ論ス 
1930 年 ・帝国憲法第三条ノ意義ヲ説明
ス 
・国務大臣ノ副署ヲ論ス 
・官制大権ト予算トノ関係ヲ論ス 
・裁判所ノ法令審査権ヲ論ス 
・我国体ハ憲法上如何ニ表現セラ
ルルヤ 
・法律ト予算トノ関係ヲ説明ス 
1931 年 ・国務大臣ノ輔弼ノ範囲ヲ論ス
ヘシ 
・憲法第二十七条ヲ説明スヘシ 
・外交ニ関スル大権ヲ論ス 
・予算ノ憲法上ノ性質及効力ヲ論
ス 
・刑法制度ニ関スル憲法上ノ原則
ヲ論ス 
・帝国議会ノ予算協賛権ノ限界ヲ
論ス 
1932 年 ・帝国憲法第一条ノ意義ヲ明ニ
ス 
・条約締結権ト立法権及予算議
定権トノ関係を論ス 
・行政組織ニ関スル天皇ノ大権ヲ
論ス 
・我憲法ニ於ケル陸軍制度ヲ論ス 
・臣民ノ権利ヲ論ス裁判請求権ニ
及フ 
・憲法上ノ大権ヲ論ス 
1933 年 ・司法権ノ独立ヲ論ス 
・帝国憲法第三十一条ヲ説明ス 
・日本憲法ニ於ケル臣民ノ自由権
ヲ論ス 
・帝国議会ノ協賛権ヲ論ス 
・国務大臣ノ権限をヲ論ス 
・租税ニ関スル憲法上ノ原則ヲ論
ス 
1934 年 ・帝国議会ノ議員ニシテ且官吏
タル者ハ其ノ議員内ニ於テ
為シタル発言及表決ニ付官
吏トシテ懲戒処分ヲ受ケサ
ルノ特権ヲ有スルヤ 
・帝国憲法第七十三条ヲ説明ス 
・詔書、勅書、皇室令、勅令、軍
令ノ区別ヲ論ス 
・内閣制度ヲ論ス 
・帝国憲法第二十四条ヲ説明スヘ
シ 
・帝国議会ノ予算議定権ヲ説明ス
ヘシ 
1935 年 ・日本臣民ノ権利義務ノ性質ヲ
論ス 
・帝国憲法第五十七条ヲ解釈ス 
・条約ノ国法上ノ効力ヲ論ス 
・国務大臣ノ責任ヲ論ス 
・帝国憲法第一条ヲ解釈ス 
・処罰ニ関スル憲法上ノ原則ヲ論
ス 
1936 年 ・告文ニ統治ノ洪範ヲ紹述スル
トイヘル意義ヲ説明ス 
・憲法第八条ノ勅令ヲ論ス 
・帝国議会ノ憲法上ノ地位ヲ論ス 
・帝国憲法第七十条ノ財政上ノ処
分ヲ論ス 
・国体及政体ノ区別ヲ論ス 
・法律ノ意義ヲ説明ス 
1937 年 ・皇位継承ノ性質ヲ明カニス 
・帝国憲法第九条ノ命令ノ性質
及効力ヲ論ス 
・帝国憲法第八条ヲ解釈ス 
・官制大権ヲ予算トノ関係ヲ論ス 
・皇室典範ト帝国憲法トノ関係ヲ
明カニスヘシ 
・予算ノ効力ヲ論ス 
1938 年 ・帝国憲法ノ改正ノ性質及手続
ヲ論ス 
・日本臣民ノ権利義務ノ本質ヲ
論ス 
・天皇ノ憲法上ノ大権ヲ論ス 
・委任命令ヲ論ス 
・天皇ノ国法上ノ地位ヲ明カニス 
・立法権ノ意義及範囲ヲ論ス 
1939 年 ・国体ト政体トノ関係ヲ論ス 
・帝国憲法第三十一条ヲ説明ス 
・軍事大権ト国務大臣ノ輔弼トノ
関係ヲ明カニスヘシ 
・帝国憲法第二十八条ヲ説明スヘ
シ 
・天皇ト帝国憲法トノ関係ヲ論ス 
・司法権ノ独立ヲ論ス 
1940 年 ・帝国憲法ノ告文、勅語及上諭
ノ性質ヲ説明ス 
・法律ト勅令トノ関係ヲ論ス 
・帝国憲法ノ地域的効力ヲ論ス 
・貴族院ノ組織ノ改正ニ関スル手
続ヲ説明ス 
・皇室典範ノ性質及効力ヲ説明ス 
・帝国憲法第十一条ヲ解釈ス 
1941 年 ・国体ト憲法トノ関係ヲ論ス 
・帝国議会ノ憲法上ノ地位ヲ論
ス 
・条約締結権ト立法権トノ関係 
・委任命令ヲ論ス 
・日本臣民ハ勅令、憲法、法律、
勅令ノ批判ヲ為シ得ルカ 
・協賛ト輔弼トノ異同及関係ヲ論
ス 
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注：試験問題は官報等への掲載による公式な発表がないため、『受験界』第 1 巻～第 23 巻（1920 年～1943 年）まで
の各号、『答案基準 新訂帝国憲法解題』12 版および 17 版（文信社、1932 年、1936 年）等を参考に作成した。採録
の典拠とした文献により表記が異なるため、全体を漢字カタカナに統一している。 
 
（１）設問形式 
試験問題の設問形式を確認する。表 4 は上記 142 題を「問い方」で分類した結果である。
「論」という字を用いた「論ス・論スヘシ・論セヨ・論及ス・論評スヘシ」が全体の 61.3%
を占め、問いに対する受験者自身の見解や主張を求める設問形式が多くなっている。一方、
「説明セヨ・説明ヲナセ・説明スヘシ」といった、知識理解を問う設問形式は 14.1%に留
まっている。こうした設問形式は、時代は下るが 1929 年の高等試験令改正時に公布され
た「高等試験施行要綱」（内閣告示第 1 号）第三条の規定「高等試験本試験各科目ノ試験
ニ関シテハ試験ノ目的ハ受験者ガ必要ナル学識及其ノ応用能力ヲ有スルヤ否ヤヲ考試スル
ニ在ル（中略）記憶力ニ基ク知識ノ考試ニ偏スルコトナク学理ノ理会及其ノ応用能力ヲ考
試スルニ意ヲ用フルモノトス」18)に沿うものといえよう。 
各科別の特徴としては、外交科が「論ス・論スヘシ・論セヨ・論及ス・論評スヘシ」が
79.2%と受験者自身の見解や主張を求める設問形式が大半を占めているのに対して、司法
科は「説明セヨ・説明ヲナセ・説明スヘシ」が 21.4%と、知識理解を問う設問形式も一定
程度出題されていることが見てとれる。 
 
表 4 高等試験令下における「憲法」の筆記試験問題の設問形式 
 論ス、論ス
ヘシ、論セ
ヨ、論及ス、
論評スヘシ 
所 見 ヲ
述ヘヨ 
解釈ス 解 説 セ
ヨ 
明ラカニ
スヘシ、
明カニス 
弁明ス 説明セヨ、
説 明 ヲ ナ
セ、説明ス
ヘシ 
及フ 
及 フ ヘ
シ 
如何 その他 
全 87(61.3%) 1(0.7%) 4(3.3%) 2(1.4%) 9(6.3%) 1(0.7%) 20(14.1%) 4(3.3%) 4(3.3%) 10(7.0%) 
行 29(55.8%) 1(1.9%) 1(1.9%)  6(11.5%) 1(1.9%) 8(15.4%)  2(3.8%) 1(1.9%) 3(5.8%) 
司 20(47.6%)  2(4.8%)  2(4.8%)  9(21.4%) 1(2.4%) 1(2.4%) 7(16.7%) 
外 38(79.2%)  1(2.1%) 2(4.2%) 1(2.1%)  3(6.3%) 1(2.1%) 2(4.2%)  
 
注：全は全体、行は行政科、司は司法科、外は外交科を示す。 
 
（２）出題内容の分類 
 次に、試験問題の内容を出題項目で分類して概観する。項目の分類は高等試験および各
大学の憲法の試験問題を解題した受験参考書『答案基準新訂帝国憲法解題』12 版（文信社、
1942 年 ・典範及憲法制定ノ告文ト憲法
トノ関係ヲ論ス 
・国務大臣ノ輔弼トソノ範囲ヲ
論ス 
 ・憲法第三条ヲ説明ス 
・戒厳ヲ論ス 
1943 年 ・我国体ト立憲政体トノ関係ヲ
論ス 
・輔弼ト協賛トノ異同ヲ明カニ
ス 
 ・憲法第三十一条ト戦時立法トノ
関係ヲ論ス 
・次ノ問ヲ簡単ニ説明セヨ（1）
副署（2）外地（3）帷幄上奏（4）
公式令（5）予備金 
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1928 年 ・帝国憲法第八条ノ勅令ト第七
十条ノ勅令トノ発布ノ目的
要件並ニ効力ニ関スル差異
ヲ説明セヨ 
・帝国議会ノ憲法上ノ地位ヲ明
カニスヘシ 
・枢密院ノ国法上ノ地位ヲ論ス 
・臣民ノ請願権ヲ論ス 
・我国家組織ノ変遷ヲ論ス 
・大臣ノ任免ニ就テ論セヨ 
1929 年 ・帝国憲法ト皇室典範トノ関係
ヲ論ス 
・条約ノ締結及効力ヲ論スヘシ 
・憲法第五条ノ立法権ノ意義ヲ論
ス 
・選挙区制度ヲ論ス 
・我憲法上ノ天皇ノ地位ヲ論セヨ 
・法規命令ヲ論ス 
1930 年 ・帝国憲法第三条ノ意義ヲ説明
ス 
・国務大臣ノ副署ヲ論ス 
・官制大権ト予算トノ関係ヲ論ス 
・裁判所ノ法令審査権ヲ論ス 
・我国体ハ憲法上如何ニ表現セラ
ルルヤ 
・法律ト予算トノ関係ヲ説明ス 
1931 年 ・国務大臣ノ輔弼ノ範囲ヲ論ス
ヘシ 
・憲法第二十七条ヲ説明スヘシ 
・外交ニ関スル大権ヲ論ス 
・予算ノ憲法上ノ性質及効力ヲ論
ス 
・刑法制度ニ関スル憲法上ノ原則
ヲ論ス 
・帝国議会ノ予算協賛権ノ限界ヲ
論ス 
1932 年 ・帝国憲法第一条ノ意義ヲ明ニ
ス 
・条約締結権ト立法権及予算議
定権トノ関係を論ス 
・行政組織ニ関スル天皇ノ大権ヲ
論ス 
・我憲法ニ於ケル陸軍制度ヲ論ス 
・臣民ノ権利ヲ論ス裁判請求権ニ
及フ 
・憲法上ノ大権ヲ論ス 
1933 年 ・司法権ノ独立ヲ論ス 
・帝国憲法第三十一条ヲ説明ス 
・日本憲法ニ於ケル臣民ノ自由権
ヲ論ス 
・帝国議会ノ協賛権ヲ論ス 
・国務大臣ノ権限をヲ論ス 
・租税ニ関スル憲法上ノ原則ヲ論
ス 
1934 年 ・帝国議会ノ議員ニシテ且官吏
タル者ハ其ノ議員内ニ於テ
為シタル発言及表決ニ付官
吏トシテ懲戒処分ヲ受ケサ
ルノ特権ヲ有スルヤ 
・帝国憲法第七十三条ヲ説明ス 
・詔書、勅書、皇室令、勅令、軍
令ノ区別ヲ論ス 
・内閣制度ヲ論ス 
・帝国憲法第二十四条ヲ説明スヘ
シ 
・帝国議会ノ予算議定権ヲ説明ス
ヘシ 
1935 年 ・日本臣民ノ権利義務ノ性質ヲ
論ス 
・帝国憲法第五十七条ヲ解釈ス 
・条約ノ国法上ノ効力ヲ論ス 
・国務大臣ノ責任ヲ論ス 
・帝国憲法第一条ヲ解釈ス 
・処罰ニ関スル憲法上ノ原則ヲ論
ス 
1936 年 ・告文ニ統治ノ洪範ヲ紹述スル
トイヘル意義ヲ説明ス 
・憲法第八条ノ勅令ヲ論ス 
・帝国議会ノ憲法上ノ地位ヲ論ス 
・帝国憲法第七十条ノ財政上ノ処
分ヲ論ス 
・国体及政体ノ区別ヲ論ス 
・法律ノ意義ヲ説明ス 
1937 年 ・皇位継承ノ性質ヲ明カニス 
・帝国憲法第九条ノ命令ノ性質
及効力ヲ論ス 
・帝国憲法第八条ヲ解釈ス 
・官制大権ヲ予算トノ関係ヲ論ス 
・皇室典範ト帝国憲法トノ関係ヲ
明カニスヘシ 
・予算ノ効力ヲ論ス 
1938 年 ・帝国憲法ノ改正ノ性質及手続
ヲ論ス 
・日本臣民ノ権利義務ノ本質ヲ
論ス 
・天皇ノ憲法上ノ大権ヲ論ス 
・委任命令ヲ論ス 
・天皇ノ国法上ノ地位ヲ明カニス 
・立法権ノ意義及範囲ヲ論ス 
1939 年 ・国体ト政体トノ関係ヲ論ス 
・帝国憲法第三十一条ヲ説明ス 
・軍事大権ト国務大臣ノ輔弼トノ
関係ヲ明カニスヘシ 
・帝国憲法第二十八条ヲ説明スヘ
シ 
・天皇ト帝国憲法トノ関係ヲ論ス 
・司法権ノ独立ヲ論ス 
1940 年 ・帝国憲法ノ告文、勅語及上諭
ノ性質ヲ説明ス 
・法律ト勅令トノ関係ヲ論ス 
・帝国憲法ノ地域的効力ヲ論ス 
・貴族院ノ組織ノ改正ニ関スル手
続ヲ説明ス 
・皇室典範ノ性質及効力ヲ説明ス 
・帝国憲法第十一条ヲ解釈ス 
1941 年 ・国体ト憲法トノ関係ヲ論ス 
・帝国議会ノ憲法上ノ地位ヲ論
ス 
・条約締結権ト立法権トノ関係 
・委任命令ヲ論ス 
・日本臣民ハ勅令、憲法、法律、
勅令ノ批判ヲ為シ得ルカ 
・協賛ト輔弼トノ異同及関係ヲ論
ス 
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注：試験問題は官報等への掲載による公式な発表がないため、『受験界』第 1 巻～第 23 巻（1920 年～1943 年）まで
の各号、『答案基準 新訂帝国憲法解題』12 版および 17 版（文信社、1932 年、1936 年）等を参考に作成した。採録
の典拠とした文献により表記が異なるため、全体を漢字カタカナに統一している。 
 
（１）設問形式 
試験問題の設問形式を確認する。表 4 は上記 142 題を「問い方」で分類した結果である。
「論」という字を用いた「論ス・論スヘシ・論セヨ・論及ス・論評スヘシ」が全体の 61.3%
を占め、問いに対する受験者自身の見解や主張を求める設問形式が多くなっている。一方、
「説明セヨ・説明ヲナセ・説明スヘシ」といった、知識理解を問う設問形式は 14.1%に留
まっている。こうした設問形式は、時代は下るが 1929 年の高等試験令改正時に公布され
た「高等試験施行要綱」（内閣告示第 1 号）第三条の規定「高等試験本試験各科目ノ試験
ニ関シテハ試験ノ目的ハ受験者ガ必要ナル学識及其ノ応用能力ヲ有スルヤ否ヤヲ考試スル
ニ在ル（中略）記憶力ニ基ク知識ノ考試ニ偏スルコトナク学理ノ理会及其ノ応用能力ヲ考
試スルニ意ヲ用フルモノトス」18)に沿うものといえよう。 
各科別の特徴としては、外交科が「論ス・論スヘシ・論セヨ・論及ス・論評スヘシ」が
79.2%と受験者自身の見解や主張を求める設問形式が大半を占めているのに対して、司法
科は「説明セヨ・説明ヲナセ・説明スヘシ」が 21.4%と、知識理解を問う設問形式も一定
程度出題されていることが見てとれる。 
 
表 4 高等試験令下における「憲法」の筆記試験問題の設問形式 
 論ス、論ス
ヘシ、論セ
ヨ、論及ス、
論評スヘシ 
所 見 ヲ
述ヘヨ 
解釈ス 解 説 セ
ヨ 
明ラカニ
スヘシ、
明カニス 
弁明ス 説明セヨ、
説 明 ヲ ナ
セ、説明ス
ヘシ 
及フ 
及 フ ヘ
シ 
如何 その他 
全 87(61.3%) 1(0.7%) 4(3.3%) 2(1.4%) 9(6.3%) 1(0.7%) 20(14.1%) 4(3.3%) 4(3.3%) 10(7.0%) 
行 29(55.8%) 1(1.9%) 1(1.9%)  6(11.5%) 1(1.9%) 8(15.4%)  2(3.8%) 1(1.9%) 3(5.8%) 
司 20(47.6%)  2(4.8%)  2(4.8%)  9(21.4%) 1(2.4%) 1(2.4%) 7(16.7%) 
外 38(79.2%)  1(2.1%) 2(4.2%) 1(2.1%)  3(6.3%) 1(2.1%) 2(4.2%)  
 
注：全は全体、行は行政科、司は司法科、外は外交科を示す。 
 
（２）出題内容の分類 
 次に、試験問題の内容を出題項目で分類して概観する。項目の分類は高等試験および各
大学の憲法の試験問題を解題した受験参考書『答案基準新訂帝国憲法解題』12 版（文信社、
1942 年 ・典範及憲法制定ノ告文ト憲法
トノ関係ヲ論ス 
・国務大臣ノ輔弼トソノ範囲ヲ
論ス 
 ・憲法第三条ヲ説明ス 
・戒厳ヲ論ス 
1943 年 ・我国体ト立憲政体トノ関係ヲ
論ス 
・輔弼ト協賛トノ異同ヲ明カニ
ス 
 ・憲法第三十一条ト戦時立法トノ
関係ヲ論ス 
・次ノ問ヲ簡単ニ説明セヨ（1）
副署（2）外地（3）帷幄上奏（4）
公式令（5）予備金 
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1932 年）の分類に依った19)。表 5 は大分類とその細目、表 6 は試験ごとの分類、表 7 は
項目ごとの結果である。 
 
表 5 出題項目の分類（大分類と細目） 
憲法学ノ基礎概念 法、国家、統治権、国体及ヒ政体、憲法 
統治権ノ客体 統治領域、日本臣民、国民ノ権利義務 
天皇 
皇位継承、天皇ノ大権、皇位ノ尊栄、皇族、天皇ノ代表機関 
天皇ノ輔弼及ヒ諮問機関 
帝国議会 議会ノ性質及ヒ組織、議会ノ権限、議事法、議員ノ法律上ノ地位 
国家ノ作用 立法、司法、行政 
出典：『答案基準新訂帝国憲法解題』第 12 版、文信社、1932 年 
 
表 6 高等試験令下における「憲法」の試験問題の分類 
  
  
憲法学ノ 
基礎概念 
統治権ノ 
客体 
天皇 帝国議会 国家ノ作用 
行 司 外 行 司 外 行 司 外 行 司 外 行 司 外 
1918 年 1  1    1 1    
1919 年     1  2  1  2 
1920 年  1   1     2 
1921 年 1    1    1  1 
1922 年 1    1    1  1 
1923 年 1  1 1 1    1  1 
1924 年 1   1   1 1  1 1 
1925 年 1     1 1 1 1 1  
1926 年    1  1  2 1 1 
1927 年 1  1  1 1  1 1    
1928 年 1   1 1 1 1  1   
1929 年 1     1  1 1 1 1 
1930 年 1    2    1 2 
1931 年   1   1  1  2 1 
1932 年 1   1  1 1  1  1 
1933 年    1 1  1 2 1  
1934 年 1  1 1  1  1  1  
1935 年 1  1 1  1   1  1 
1936 年 1 2      1 1  1 
1937 年  1   1    1 1 2 
1938 年 1   1   1 1  1 1 
1939 年 1    1 1 1  1  1 
1940 年 1    1 2  1 1   
1941 年 1   1    1 1   2 
1942 年 1     1 1   1  
1943 年 1     1 1  1  4  
 
       注：行は行政科、外は外交科、司は司法科を示す。1919 年の外交科の問題など大問題 
の中にいくつかの小問題が含まれている場合はそれぞれについてカウントしたため、 
合計数は大問題数とは一致しない。 
 
全体として、出題率の最も高かった項目は「国家ノ作用」で 55 問、全体の 37.2%を占
め、「天皇」が 33 問で 22.2%、「憲法学ノ基礎概念」が 27 問で 18.2％と続いた。各科ごと
の特徴としては、行政科は「憲法学ノ基礎概念」が 30.8%と全体を 10 ポイント以上上回
り、出題率が高い一方で、「天皇」については、比率が高い司法科を 15 ポイント以上下回
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っている。司法科は、「天皇」が 31.8%と全体を 10 ポイント弱上回っている、一方で「帝
国議会」は 2 問、4.5%と他の科と比べても出題率が極めて低い。外交科は、「統治ノ客体」
が 9 問、17.3%と、比率が低い行政科を 10%以上上回っている一方で、「憲法学の基礎概
念」は全体より 10 ポイント弱、比率が高い行政科よりも 20 ポイント以上下回っている。
それぞれ科によって各項目の出題率には高低の差があるといえよう。 
 
表 7 高等試験令下における憲法の試験問題の出題傾向 
 全体 行政科 司法科 外交科 
憲法学ノ基礎概念 27 問（18.2％） 16 問（30.8%） 6 問（13.7%） 5 問（9.6%） 
統治権ノ客体 19 問（12.8%） 4 問（7.7%） 6 問（13.6%） 9 問（17.3%） 
天皇 33 問（22.2%） 8 問（15.4%） 14 問（31.8%） 11 問（21.2%） 
帝国議会 14 問（9.5%） 7 問（13.5%） 2 問（4.5%） 5 問（9.6%） 
国家ノ作用 55 問（37.2%） 17 問（32.7%） 16 問（36.3%） 22 問（42.3%） 
 
では、試験が行われた時期によって出題傾向に変化はあるのであろうか。時期区分につ
いては、本稿 2 節において試験委員の構成により、第 1 期を 1918 年から天皇機関説事件
前の 1934 年までの期間、第 2 期を 1935 年から 1940 年までの期間、第 3 期を 1941 年か
ら 1943 年までの期間とした。第 1 期が 17 年間、第 2 期が 6 年間、第 3 期が 3 年間と、
期間に大きな差があり、外交科は、第 3 期は 1 年しか試験を行っていないため、この時期
区分から出題傾向の変化を読み取ることは難しいが、「天皇」の項目について、司法科では
第 1 期の 17 年間で、7 回出題されていたが第 2 期の 6 年間で 5 回出題されている。出題
率が上がったといえよう。また、試験問題の具体的な内容分析は別稿に譲るが、例えば第
3 期の 3 年間で、「協賛」「輔弼」「帷幄上奏」という天皇への進言等に関わる事項が、4 度
出題されている。「協賛」「輔弼」は高等試験令下において過去にも数度出題されており20)、
特殊な問いではない。しかし、頻度が上がっていることは、時局との関係によるこの期の
特徴といえよう。 
 
４．おわりに 
本稿は、戦前の官吏任用試験である高等試験の試験科目「憲法」について、その全体像
を明らかにするための基礎的な作業として、試験委員一覧およびその略歴、試験問題一覧
を作成し、今後の研究に向けて簡単な考察を加えた。 
高等試験令下において憲法を担当した試験委員は、26 年間に延べ人数で 33 名であった。
属性で区分すると帝国大学教授、同助教授、元同教授が 11 名、行政官、司法官が 18 名、
国民精神文化研究所所員 2 名、私立大学教授が 2 名で、行政科、司法科、外交科の各科に
よりそれぞれ構成には特徴がみられた。 
高等試験令下における憲法の筆記試験は、すべての科でそれぞれ大問題 2 題に統一され
ていた。行政科の 52 題、司法科の 42 題、外交科の 48 題、合計 142 題を「問い方」で分
類したところ、「論ス・論スヘシ・論セヨ・論及ス・論評スヘシ」といった、問いに対する
受験者自身の見解や主張を求める設問形式が全体の 60%以上を占め、「説明セヨ・説明ヲ
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表 6 高等試験令下における「憲法」の試験問題の分類 
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       注：行は行政科、外は外交科、司は司法科を示す。1919 年の外交科の問題など大問題 
の中にいくつかの小問題が含まれている場合はそれぞれについてカウントしたため、 
合計数は大問題数とは一致しない。 
 
全体として、出題率の最も高かった項目は「国家ノ作用」で 55 問、全体の 37.2%を占
め、「天皇」が 33 問で 22.2%、「憲法学ノ基礎概念」が 27 問で 18.2％と続いた。各科ごと
の特徴としては、行政科は「憲法学ノ基礎概念」が 30.8%と全体を 10 ポイント以上上回
り、出題率が高い一方で、「天皇」については、比率が高い司法科を 15 ポイント以上下回
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では、試験が行われた時期によって出題傾向に変化はあるのであろうか。時期区分につ
いては、本稿 2 節において試験委員の構成により、第 1 期を 1918 年から天皇機関説事件
前の 1934 年までの期間、第 2 期を 1935 年から 1940 年までの期間、第 3 期を 1941 年か
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率が上がったといえよう。また、試験問題の具体的な内容分析は別稿に譲るが、例えば第
3 期の 3 年間で、「協賛」「輔弼」「帷幄上奏」という天皇への進言等に関わる事項が、4 度
出題されている。「協賛」「輔弼」は高等試験令下において過去にも数度出題されており20)、
特殊な問いではない。しかし、頻度が上がっていることは、時局との関係によるこの期の
特徴といえよう。 
 
４．おわりに 
本稿は、戦前の官吏任用試験である高等試験の試験科目「憲法」について、その全体像
を明らかにするための基礎的な作業として、試験委員一覧およびその略歴、試験問題一覧
を作成し、今後の研究に向けて簡単な考察を加えた。 
高等試験令下において憲法を担当した試験委員は、26 年間に延べ人数で 33 名であった。
属性で区分すると帝国大学教授、同助教授、元同教授が 11 名、行政官、司法官が 18 名、
国民精神文化研究所所員 2 名、私立大学教授が 2 名で、行政科、司法科、外交科の各科に
よりそれぞれ構成には特徴がみられた。 
高等試験令下における憲法の筆記試験は、すべての科でそれぞれ大問題 2 題に統一され
ていた。行政科の 52 題、司法科の 42 題、外交科の 48 題、合計 142 題を「問い方」で分
類したところ、「論ス・論スヘシ・論セヨ・論及ス・論評スヘシ」といった、問いに対する
受験者自身の見解や主張を求める設問形式が全体の 60%以上を占め、「説明セヨ・説明ヲ
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ナセ・説明スヘシ」といった、知識理解を問う設問形式は 15%以下に留まった。 
試験問題の内容を出題項目により「憲法学ノ基礎概念」「統治権ノ客体」「天皇」「帝国議
会」「国家ノ作用」の五つに分類したところ、全体として、出題率の最も高かった項目は「国
家ノ作用」で全体の 40%弱を占めた。その上で、それぞれの科によって、各項目の出題率
には高低の差がみられた。試験の時期による出題傾向の変化については、試験問題の詳細
な内容分析を要するが、時期により出題率に変化がある項目が見受けられた。本稿で明ら
かにしたのは以上である。 
今後の課題としては、本稿で一覧化した各年度の試験委員と試験問題をもとに、両者の
関係について検討したい。出題内容は銓衡された試験委員の構成に影響を受けていると考
えられる。委嘱された試験委員の学説、憲法学説史の動向、そして時局の変化を視野に入
れて出題内容を検討したい。 
 
付記 
本稿は、岩手県立大学「若手ステップアップ研究費」の助成を受けている。 
 
注 
 
                                                  
1) 高等試験は予備試験と本試験とで構成されている。本稿では受験者が主に現役の大学生および大学卒業
者であり、憲法が試験科目となっている本試験を「高等試験」と呼び検討対象とする。高等試験令第八
条「高等学校高等科ヲ卒リ若ハ大学予科ヲ修了シタル者又ハ文部大臣ノ定ムル所ニ依リ之ト同等以上ノ
学力ヲ有スト認ムル者ハ予備試験ヲ免ズ（略）」『官報』1929 年 3 月 28 日、第 671 号。 
2) 潮木守一『京都帝国大学の挑戦‐帝国大学史のひとこま』講談社、1984 年、154 頁。潮木の指摘から
30 年を経た現在においても、下記の Spaulding の著書を凌駕する体系的な研究はまとめられてはいな
いといえよう。 
3) Robert M. Spaulding Jr.,Imperial Japan's Higher Civil Service Examinations, Princeton, 1967. 
4) 例えば、秦郁彦による一連の研究（『戦前期日本の官僚制の制度・組織・人事』東京大学出版会、1981
年、『官僚の研究‐不滅のパワー・1868‐1983』講談社、1983 年など）や、和田善一「文官銓衡制度
の変遷」Ⅰ～完、『試験研究』第 11~16 号、1955~1956 年。近年では、清水唯一朗『政党と官僚の近代
‐日本における立憲統治構造の相克』藤原書店、2007 など。 
5) 例えば、天野郁夫『教育と選抜』（教育学大全集 5）第一法規、1982 年、同『試験の社会史‐近代日本
の試験・教育・社会』東京大学出版会、1983 年など。 
6) 潮木、前掲『京都帝国大学の挑戦』。 
7) 通堂あゆみ「京城帝国大学法文学部の再検討：法科系学科の組織・人事・学生動向を中心に」『史学雜
誌』第 117 編第 2 号、2008 年。 
8) 判任文官を研究対象とした論考において池田雅則は、従来の官吏に関する歴史研究が、高級官吏の選抜、
任用制度に偏重しているとして、その問題点を指摘している。池田雅則「明治の判任文官層‐キャリア
形成としての教育史における研究対象‐」『兵庫県立大学看護学部・地域ケア開発研究所紀要』第 22
号、2015 年、2 頁。同「判任文官たりえる資格‐1913 年改正『文官任用令』までの官吏任用制度‐」
『〈教育と社会〉研究』第 25 号、2015 年、43 頁。 
9) 試験の内容については、例えば、前述の和田が「文官試験試補及見習規則による文官高等試験問題の程
度を示すため」として、1888 年に行われた第 1 回の筆記試験問題の一部を採録し、「後年の高等試験問
題と比べると問題数が多く、比較的短い文で答えられるものが多い。またわが国の当時の法学の発達状
況から外国法についての問題が大部分である。2 回目以後は問題数が次第に少なくなった」（和田、前
述「文官銓衡制度の変遷」Ⅱ、70-71 頁）と、また、文官任用令下の 1896 年に行われた筆記試験問題
を採録し、「第 1 回試験問題が外国法についての問題を主としたのと比べると、この時はすでに帝国憲
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法、旧民法、旧商法民事訴訟法、旧刑法、旧刑事訴訟法等が施行されていたので、これらを直接対象と
したものである」と、文官高等試験施行初期について、簡単な考察を加えているのみである（和田、前
述「文官銓衡制度の変遷」Ⅲ、59-60 頁）。上述の高等試験に関する包括的な研究である Spaulding の
著書も、筆記試験の問題を数科目、数年分採録し、1925 年に発刊された『高等試験口述問題集』に掲
載された合格者の再現問答を 1 例紹介しているにとどまる（Spaulding,op.cit.,p.337-345）。 
10) 憲法、行政法、民法、刑法、国際公法、国際私法、経済学、財政学、民事訴訟法、刑事訴訟法、商法、
外交史、商業学、外国語、哲学概論、倫理学、論理学、心理学、社会学、国史、政治学、政治史、経済
史、国文及漢文、工業政策、農業政策、商業政策、社会政策、破産法、刑事政策の 30 科目である。 
11) 例えば、1941 年の行政科の筆記試験において、必修科目の憲法の受験者数は 2,912 名であったのに対
し、選択科目中受験者が少なかった科目を順にあげると国文及漢文が 7 名、心理学が 9 名、論理学が
12 名であった。「昭和十六年度高等試験行政科筆記試験成績」（伊藤増男「高等試験に関する記録」1953
年所収、内閣法制局長官総務室総務課蔵）。 
12) 家永三郎『日本近代憲法思想史研究』岩波書店、1967 年、308 頁。第二編第三章第一節「学校教育を
通して国民に注入された憲法意識」213-312 頁を参照。 
13) 特に第 3 節は、寺﨑昌男・「文検」研究会編『「文検」の研究‐文部省教員検定試験と戦前教育学‐』
学文社、1997 年、所収の第 2 章「『教育科』『教育ノ大意』の試験問題」（54‐60 頁）に示された分析
手法を援用している。 
14) 1923 年度～1939 年度については、前述の拙稿「高等試験の試験科目『憲法』に対する天皇機関説事
件の影響」54 頁に掲載済みだが、高等試験令下全体を把握するために 1918 年度から 1921 年度、およ
び 1940 年度から 1943 年度分を加筆するなど修正のうえ再掲載した。 
15) 『官報』1929 年 3 月 28 日、第 671 号。 
16) 例えば、吾孫子勝『民事訴訟法』（和仏法律学校 36 年度第 3 学年講義録）1903 年、同『債権法要論』
巌松堂書店、1928 年、吾孫子勝・森惣之祐『改正刑法要義』岡崎屋書店、1931 年、島田鉄吉『相続法』
（明治大学 45 年度法律科第 3 学年講義録）明治大学出版部、1912 年、同『戸籍法正解』（法令叢書第
3 編）法令審議会事務局、1920 年など。 
17) 例えば、文官任用令下での試験制度の開始年である 1894 年の試験では、憲法の筆記試験の大問題は 6
題であった。松尾徳三郎編『高等文官・判検事・弁護士・帝国大学・各指定学校・理事・主理・少主計・
書記最新試験問題集』済美館、1899 年、104 頁。 
18) 『官報』1929 年 3 月 28 日、第 671 号。 
19) 項目の分類は憲法学者によって異なるため、本稿では憲法学説には立ち入らず、試験問題として、前
述の受験参考書の分類に依った。同書に記載がない問題については、類似問題から類推して分類した。
項目を五つに分類しているが、一つの問題の中に複数の項目が重複している場合もあり、分類は出題傾
向を掴むための一つの目安である。天皇機関説事件後の 1936 年に改訂、出版された同書の新訂第 17
版（『答案基準 新訂帝国憲法解題』文信社、1936 年）では、細目の名称が例えば「国体及ヒ政体」が
「政治組織」に、「国民ノ権利義務」が「臣民ノ権利義務」へと変更になっているが、分類された試験
問題に移動は見られない。 
20) 本稿、表 3 高等試験令下における「憲法」の試験問題を参照。 
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ナセ・説明スヘシ」といった、知識理解を問う設問形式は 15%以下に留まった。 
試験問題の内容を出題項目により「憲法学ノ基礎概念」「統治権ノ客体」「天皇」「帝国議
会」「国家ノ作用」の五つに分類したところ、全体として、出題率の最も高かった項目は「国
家ノ作用」で全体の 40%弱を占めた。その上で、それぞれの科によって、各項目の出題率
には高低の差がみられた。試験の時期による出題傾向の変化については、試験問題の詳細
な内容分析を要するが、時期により出題率に変化がある項目が見受けられた。本稿で明ら
かにしたのは以上である。 
今後の課題としては、本稿で一覧化した各年度の試験委員と試験問題をもとに、両者の
関係について検討したい。出題内容は銓衡された試験委員の構成に影響を受けていると考
えられる。委嘱された試験委員の学説、憲法学説史の動向、そして時局の変化を視野に入
れて出題内容を検討したい。 
 
付記 
本稿は、岩手県立大学「若手ステップアップ研究費」の助成を受けている。 
 
注 
 
                                                  
1) 高等試験は予備試験と本試験とで構成されている。本稿では受験者が主に現役の大学生および大学卒業
者であり、憲法が試験科目となっている本試験を「高等試験」と呼び検討対象とする。高等試験令第八
条「高等学校高等科ヲ卒リ若ハ大学予科ヲ修了シタル者又ハ文部大臣ノ定ムル所ニ依リ之ト同等以上ノ
学力ヲ有スト認ムル者ハ予備試験ヲ免ズ（略）」『官報』1929 年 3 月 28 日、第 671 号。 
2) 潮木守一『京都帝国大学の挑戦‐帝国大学史のひとこま』講談社、1984 年、154 頁。潮木の指摘から
30 年を経た現在においても、下記の Spaulding の著書を凌駕する体系的な研究はまとめられてはいな
いといえよう。 
3) Robert M. Spaulding Jr.,Imperial Japan's Higher Civil Service Examinations, Princeton, 1967. 
4) 例えば、秦郁彦による一連の研究（『戦前期日本の官僚制の制度・組織・人事』東京大学出版会、1981
年、『官僚の研究‐不滅のパワー・1868‐1983』講談社、1983 年など）や、和田善一「文官銓衡制度
の変遷」Ⅰ～完、『試験研究』第 11~16 号、1955~1956 年。近年では、清水唯一朗『政党と官僚の近代
‐日本における立憲統治構造の相克』藤原書店、2007 など。 
5) 例えば、天野郁夫『教育と選抜』（教育学大全集 5）第一法規、1982 年、同『試験の社会史‐近代日本
の試験・教育・社会』東京大学出版会、1983 年など。 
6) 潮木、前掲『京都帝国大学の挑戦』。 
7) 通堂あゆみ「京城帝国大学法文学部の再検討：法科系学科の組織・人事・学生動向を中心に」『史学雜
誌』第 117 編第 2 号、2008 年。 
8) 判任文官を研究対象とした論考において池田雅則は、従来の官吏に関する歴史研究が、高級官吏の選抜、
任用制度に偏重しているとして、その問題点を指摘している。池田雅則「明治の判任文官層‐キャリア
形成としての教育史における研究対象‐」『兵庫県立大学看護学部・地域ケア開発研究所紀要』第 22
号、2015 年、2 頁。同「判任文官たりえる資格‐1913 年改正『文官任用令』までの官吏任用制度‐」
『〈教育と社会〉研究』第 25 号、2015 年、43 頁。 
9) 試験の内容については、例えば、前述の和田が「文官試験試補及見習規則による文官高等試験問題の程
度を示すため」として、1888 年に行われた第 1 回の筆記試験問題の一部を採録し、「後年の高等試験問
題と比べると問題数が多く、比較的短い文で答えられるものが多い。またわが国の当時の法学の発達状
況から外国法についての問題が大部分である。2 回目以後は問題数が次第に少なくなった」（和田、前
述「文官銓衡制度の変遷」Ⅱ、70-71 頁）と、また、文官任用令下の 1896 年に行われた筆記試験問題
を採録し、「第 1 回試験問題が外国法についての問題を主としたのと比べると、この時はすでに帝国憲
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法、旧民法、旧商法民事訴訟法、旧刑法、旧刑事訴訟法等が施行されていたので、これらを直接対象と
したものである」と、文官高等試験施行初期について、簡単な考察を加えているのみである（和田、前
述「文官銓衡制度の変遷」Ⅲ、59-60 頁）。上述の高等試験に関する包括的な研究である Spaulding の
著書も、筆記試験の問題を数科目、数年分採録し、1925 年に発刊された『高等試験口述問題集』に掲
載された合格者の再現問答を 1 例紹介しているにとどまる（Spaulding,op.cit.,p.337-345）。 
10) 憲法、行政法、民法、刑法、国際公法、国際私法、経済学、財政学、民事訴訟法、刑事訴訟法、商法、
外交史、商業学、外国語、哲学概論、倫理学、論理学、心理学、社会学、国史、政治学、政治史、経済
史、国文及漢文、工業政策、農業政策、商業政策、社会政策、破産法、刑事政策の 30 科目である。 
11) 例えば、1941 年の行政科の筆記試験において、必修科目の憲法の受験者数は 2,912 名であったのに対
し、選択科目中受験者が少なかった科目を順にあげると国文及漢文が 7 名、心理学が 9 名、論理学が
12 名であった。「昭和十六年度高等試験行政科筆記試験成績」（伊藤増男「高等試験に関する記録」1953
年所収、内閣法制局長官総務室総務課蔵）。 
12) 家永三郎『日本近代憲法思想史研究』岩波書店、1967 年、308 頁。第二編第三章第一節「学校教育を
通して国民に注入された憲法意識」213-312 頁を参照。 
13) 特に第 3 節は、寺﨑昌男・「文検」研究会編『「文検」の研究‐文部省教員検定試験と戦前教育学‐』
学文社、1997 年、所収の第 2 章「『教育科』『教育ノ大意』の試験問題」（54‐60 頁）に示された分析
手法を援用している。 
14) 1923 年度～1939 年度については、前述の拙稿「高等試験の試験科目『憲法』に対する天皇機関説事
件の影響」54 頁に掲載済みだが、高等試験令下全体を把握するために 1918 年度から 1921 年度、およ
び 1940 年度から 1943 年度分を加筆するなど修正のうえ再掲載した。 
15) 『官報』1929 年 3 月 28 日、第 671 号。 
16) 例えば、吾孫子勝『民事訴訟法』（和仏法律学校 36 年度第 3 学年講義録）1903 年、同『債権法要論』
巌松堂書店、1928 年、吾孫子勝・森惣之祐『改正刑法要義』岡崎屋書店、1931 年、島田鉄吉『相続法』
（明治大学 45 年度法律科第 3 学年講義録）明治大学出版部、1912 年、同『戸籍法正解』（法令叢書第
3 編）法令審議会事務局、1920 年など。 
17) 例えば、文官任用令下での試験制度の開始年である 1894 年の試験では、憲法の筆記試験の大問題は 6
題であった。松尾徳三郎編『高等文官・判検事・弁護士・帝国大学・各指定学校・理事・主理・少主計・
書記最新試験問題集』済美館、1899 年、104 頁。 
18) 『官報』1929 年 3 月 28 日、第 671 号。 
19) 項目の分類は憲法学者によって異なるため、本稿では憲法学説には立ち入らず、試験問題として、前
述の受験参考書の分類に依った。同書に記載がない問題については、類似問題から類推して分類した。
項目を五つに分類しているが、一つの問題の中に複数の項目が重複している場合もあり、分類は出題傾
向を掴むための一つの目安である。天皇機関説事件後の 1936 年に改訂、出版された同書の新訂第 17
版（『答案基準 新訂帝国憲法解題』文信社、1936 年）では、細目の名称が例えば「国体及ヒ政体」が
「政治組織」に、「国民ノ権利義務」が「臣民ノ権利義務」へと変更になっているが、分類された試験
問題に移動は見られない。 
20) 本稿、表 3 高等試験令下における「憲法」の試験問題を参照。 
- 27 -
「 ・
ト ： 「
